
目標１　消費者被害の救済・未然防止の強化　３９施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

専門分野チーム・研究会における調
査・研究

「特商法」、「情報通信」、
「消費者教育」の３分野につい
て、計11回実施

「特商法」、「情報通信」、
「消費者教育」の３分野につい
て、計12回実施

「特商法」、「情報通信」、
「消費者教育」の３分野につい
て、計10回実施

「特商法」、「情報通信」、
「消費者教育」の３分野につい
て、研究会を計９回実施

「情報通信」等、消費生活に係
る専門分野を３分野設定し、調
査・研究を実施

「特商法」、「情報通信」、「消費者教育」の３分野に
ついて、研究会を計８回実施

弁護士会との連携による解決困難事
案の早期解決及び対応力の強化・向
上

苦情処理専門員(弁護士)による
面接相談50件
苦情処理支援弁護士による電話
相談28件
安心サポート会議の開催１回

苦情処理専門員(弁護士)による
面接相談47件
苦情処理支援弁護士による電話
相談34件
あんしんサポート会議の開催１
回

苦情処理専門員（弁護士）によ
る面接相談41件
苦情処理支援弁護士による電話
相談27件
あんしんサポート会議の開催１
回

苦情処理専門員（弁護士）によ
る面接相談39件
苦情処理支援弁護士による電話
相談25件
あんしんサポート会議の開催１
回

苦情処理専門員（弁護士）相談
の実施
苦情処理支援弁護士電話相談の
実施
あんしんサポート会議の実施

苦情処理専門員（弁護士）による面接相談36件
苦情処理支援弁護士による電話相談42件
あんしんサポート会議の開催１回（２月20日）

専門家（アドバイザー）による指
導・助言

弁護士、建築士及び各専門分野
の有識者など11名にアドバイ
ザーを委嘱

弁護士、建築士及び各専門分野
の有識者など11名にアドバイ
ザーを委嘱

弁護士、建築士及び各専門分野
の有識者など９名にアドバイ
ザーを委嘱

弁護士、建築士及び各専門分野
の有識者など11名に消費者行政
アドバイザーを委嘱

弁護士、建築士など各分野の専
門家を委嘱

弁護士、建築士及び各専門分野の有識者など11名にア
ドバイザーを委嘱

消費生活相談員の研修の充実

国民生活センターの研修に14名
派遣
キャリアアップ研修（３日間）
を企画・実施

国民生活センターの研修に25回
（21名）派遣
キャリアアップ研修（６日間）
を企画・実施

国民生活センターの研修に25回
（22名）派遣
キャリアアップ研修（６日間）
を企画・実施

国民生活センターの研修に27回
（22名）派遣
キャリアアップ研修（６日間）
を企画・実施

国民生活センターの専門研修へ
派遣するとともに、キャリア
アップ研修を企画・実施

国民生活センターの研修に27回（22名）派遣
キャリアアップ研修（６日間）を企画・実施

土日相談の実施
相談員４名、事務職員１名で対
応

相談員４名、事務職員１名で対
応

相談員４名、事務職員１名で対
応

土日相談の実施（相談員４名、
事務職員１名で対応）

土日相談の実施 土日相談の実施（相談員４名、事務職員１名で対応）

県内の消費生活相談情報の一元的集
約・分析及び情報提供

市町村に寄せられた相談情報も
含め、県が一元的に集約・分析
し、消費者トラブル情報（あい
ちクリオ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も
含め、県が一元的に集約・分析
し、消費者トラブル情報（あい
ちクリオ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も
含め、県が一元的に集約・分析
し、消費者トラブル情報（あい
ちクリオ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も
含め、県が一元的に集約・分析
し、消費者トラブル情報（あい
ちクリオ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も
含め、県が一元的に集約・分析
し、消費者トラブル情報（あい
ちクリオ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も含め、県が一元的に集
約・分析し、消費者トラブル情報（あいちクリオ通信）
として情報提供

消費生活相談員の処遇改善
新型コロナウイルス感染症対策
に配慮した職場環境の整備

新型コロナウイルス感染症対策
に配慮した職場環境の整備

新型コロナウイルス感染症対策
に配慮した職場環境の整備

相談業務用の機器設置による職
場環境の整備

必要な処遇改善の検討・実施
本県と同等規模都府県における消費生活相談員の報酬額
を調査

2
「消費生活相談員人材バンク」によ
る相談員候補者の情報提供

人材バンクの運営（登録者96名
市町村への情報提供8回）

人材バンクの運営（登録者101名
市町村への情報提供9回）

人材バンクの運営（登録者107名
市町村への情報提供11回）

人材バンクの運営（登録者113名
市町村への情報提供５回）

人材バンクの運営
人材バンクの運営（登録者105名　市町村への情報提供
10回）

県民生活課

3
市町村消費生活センター等定着・機
能強化のための支援

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、中止

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、中止

「消費者安全確保地域協議会」
をテーマに1回開催
（10月26日オンライン開催）

「消費者安全確保地域協議会」
をテーマに1回開催（９月12日）

消費生活相談体制等充実・強化
に関する研究会
年1回開催

「消費者安全確保地域協議会」をテーマに1回開催（９
月９日）

県民生活課

4 指定消費生活相談員の配置 指定消費生活相談員を16名配置 指定消費生活相談員を17名配置 指定消費生活相談員を17名配置 指定消費生活相談員を17名配置 指定消費生活相談員の配置 指定消費生活相談員を17名配置 県民生活課

5
「市町村ホットライン」等による相
談処理支援

市町村ホットライン　355回 市町村ホットライン　340回 市町村ホットライン　528回 市町村ホットライン　538回 ホットラインの運営 市町村ホットライン　532回 県民生活課

6 支援弁護士制度の活用による支援 支援弁護士の活用４件 支援弁護士の活用　 ４件 支援弁護士の活用　 ２件 支援弁護士の活用　 ３件 支援弁護士制度の維持・運用 支援弁護士の活用　 ７件 県民生活課

7
巡回指導、実践研修（ＯＪＴ）によ
る市町村相談員に対する直接支援

巡回指導14回（14市町村）
OJT12回（6市町村）

巡回指導　45回（23市町）
OJT　13回（3市）

巡回指導　37回（22市町）
OJT　17回（８市）

巡回指導　42回（16市町）
OJT　18回（７市）

巡回指導の実施
実践研修(OJT)の実施

巡回指導　27回（10市町）
OJT　15回（４市）

県民生活課

8
市町村消費生活相談員等研修の充
実・強化

全体研修会　６月は中止、３月
は実施

全体研修会　2回実施（6月、3
月）

全体研修会　２回実施（６月、
３月）

全体研修会　２回実施（６月、
３月）

専門分野チームフィードバック
研修を全体研修会において実施

全体研修会　２回実施（６月、３月） 県民生活課

9
「消費者行政連絡協議会」による連
携

愛知県消費者行政連絡協議会を
１回開催
（７月29日書面開催）

愛知県消費者行政連絡協議会を
１回開催（６月15日書面開催）

愛知県消費者行政連絡協議会を
１回開催（６月２日）

愛知県消費者行政連絡協議会を
１回開催（５月31日）

愛知県消費者行政連絡協議会
年１回開催

愛知県消費者行政連絡協議会を１回開催（５月27日） 県民生活課

10
「市町村消費生活センター長会議」
の開催

市町村消費生活センター長会議
を１回開催
（８月４日書面開催）

市町村消費生活センター長会議
1回開催
（6月15日　書面開催）

市町村消費生活センター長会議
１回開催
（６月２日　対面開催）

市町村消費生活センター長会議
１回開催（５月31日）

市町村消費生活センター長会議
の開催
年１回開催

市町村消費生活センター長会議　１回開催（５月27
日）

県民生活課

11 消費生活センター等の認知度の向上
「あいち暮らしっく」等により
「消費者ホットライン１８８」
の普及啓発を実施

「あいち暮らしっく」等により
「消費者ホットライン１８８」
の普及啓発を実施

「あいち暮らしっく」等により
「消費者ホットライン１８８」
の普及啓発を実施

「あいち暮らしっく」等により
「消費者ホットライン１８８」
の普及啓発を実施

「あいち暮らしっく」等による
普及啓発（「消費者ホットライ
ン１８８」を含む）

「あいち暮らしっく」等により「消費者ホットライン１
８８」の普及啓発を実施

県民生活課

12 多重債務者無料巡回相談の実施 巡回相談３市計６回実施 巡回相談　6回（3市） 巡回相談　３回（２市）
多重債務者無料巡回相談　６回
（３市）

市町村に周知し、依頼に応じて
弁護士・司法書士を派遣

多重債務者無料巡回相談　７件（２市） 県民生活課

13
専門分野チーム・研究会における調
査・研究（再掲）

「特商法」、「情報通信」、
「消費者教育」の３分野につい
て、計11回実施

「特商法」、「情報通信」、
「消費者教育」の３分野につい
て、計12回実施

「特商法」、「情報通信」、
「消費者教育」の３分野につい
て、計10回実施

「特商法」、「情報通信」、
「消費者教育」の３分野につい
て、研究会を計９回実施

「情報通信」等、消費生活に係
る専門分野を３分野設定し、調
査・研究を実施

「特商法」、「情報通信」、「消費者教育」の３分野に
ついて、研究会を計８回実施

県民生活課

県民生活課

①
県と市町
村が連携
した地域
の消費者
問題解決
力強化

(2)
市町村消
費生活セ
ンター等
の定着・
機能強化
及び市町
村との連
携・支援

番
号

(1)
県消費生
活総合セ
ンターの
機能強化
（地域に
おける中
核的相談
機関）

1

取組

②
高度情報化・国際化
の進展に対応した消
費者被害防止・救済
対策の推進

あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

（参考）過去の実績・事業内容
（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容具体的施策 担当課室
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2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

番
号

取組

あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

（参考）過去の実績・事業内容
（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容具体的施策 担当課室

14 新たな消費者問題への的確な対応
研修や専門分野チームの活動を
通じて、最新の情報を収集し、
相談対応に活かした。

研修や専門分野チームの活動を
通じて、最新の情報を収集し、
相談対応に活かした。

研修や専門分野チームの活動を
通じて、最新の情報を収集し、
相談対応に活かした。

研修や専門分野チームの活動を
通じて、最新の情報を収集し、
相談対応に活かした。

最新情報の収集、的確な対応
研修や専門分野チームの活動を通じて最新の情報を収集
し、相談対応に活用

県民生活課

15
多言語による相談体制の構築（「あ
いち多文化共生センター」との連
携）

毎月第４月曜日に「あいち多文
化共生センター」と連携した外
国人向け消費生活相談を実施

毎月第４月曜日に「あいち多文
化共生センター」と連携した外
国人向け消費生活相談を実施

毎月第４月曜日に「あいち多文
化共生センター」と連携した外
国人向け消費生活相談を実施

「あいち多文化共生センター」
と連携した外国人向け消費生活
相談を実施（15回）

「愛知県消費生活総合セン
ター」と「あいち多文化共生セ
ンター」が連携し、通訳が必要
な外国人県民からの消費生活相
談に対応する。

「あいち多文化共生センター」と連携した外国人向け消
費生活相談を実施　５回

県民生活課
社会活動推進課
多文化共生推進室

16
相談者の特性に配慮した相談対応等
の調査・研究

消費庁の動向について調査 消費者庁等の動向について調査 消費者庁等の動向について調査 他県の動向について調査
SNS、チャット形式の相談対応等
の調査・研究

他県の動向について調査 県民生活課

17
「愛知県消費者安全確保地域協議
会」の開催

愛知県消費者安全確保地域協議
会を１回開催（８月27日書面開
催）

愛知県消費者安全確保地域協議
会を１回開催（９月２日書面開
催）

愛知県消費者安全確保地域協議
会を１回開催（10月26日オンラ
イン開催）

愛知県消費者安全確保地域協議
会を１回開催（９月12日）

愛知県消費者安全確保地域協議
会　年１回開催

愛知県消費者安全確保地域協議会を１回開催（９月９
日）

県民生活課

19 生活支援体制推進会議の開催
生活支援体制推進会議を１回開
催
（２月12日書面開催）

生活支援体制推進会議　年１回
開催
（２月１４日オンライン開催）

生活支援体制推進会議　年１回
開催
（２月１5日愛知県東大手庁舎２
階　愛知県生涯学習推進セン
ター視聴覚室にて開催）

生活支援体制推進会議　年１回
開催
（２月20日愛知県自治センター
602会議室にて開催）

生活支援体制推進会議　年１回
開催

生活支援体制推進会議　年１回開催
高齢福祉課

地域包括ケア・
認知症施策推進室

（県民生活課）
以下の呼び掛け及び個別の働き
掛けの結果、2020年度中に春日
井市を始め３市（累計15市）が
協議会を設置（累計人口カバー
率：65％）
・愛知県市町村消費者行政連絡
会議（７月29日書面開催）、愛
知県消費者安全確保地域協議会
（８月27日書面開催）における
見守り活動拡大の呼び掛け
・地域包括ケア・認知症対策室
主催の研修会等における協議会
に関する情報提供
（地域包括ケア・認知症施策推
進室）
・市町村における見守り・生活
支援に関する事業等の調査を取
りまとめた。その資料を、学識
経験者や行政職員、関係機関か
らなる会議にて報告し、市町村
の取組支援について意見や助言
をいただき、市町村へ助言を還
元した。
・市町村による見守り・生活支
援の取組を推進するために、有
識者等をアドバイザーとして市
町村の会議等へ派遣した。（13
市町・広域連合、20回）

市町村の見守りネットワーク構築の
促進、支援

県民生活課
高齢福祉課

地域包括ケア・
認知症施策推進室

（県民生活課）
全国の先進的な事例等を掲載した「高齢者等消費者被害
見守りハンドブックあいち」（2021年度作成）を活用
した働き掛けの結果、2024年度中に津島市はじめ４市
町（累計40市町）が協議会を設置（累計人口カバー
率：94.7％）
※計画の数値目標である人口カバー率85%以上を達成
＜設置に向けた働きかけ＞
・愛知県市町村消費者行政連絡協議会（５月27日）、
愛知県消費者安全確保地域協議会（９月９日）における
見守り活動拡大の呼び掛け
・地域包括ケア・認知症対策室主催の研修会等における
協議会に関する情報提供
・未設置市町村への個別訪問
（地域包括ケア・認知症施策推進室）
・市町村における見守り・生活支援に関する事業等の調
査を取りまとめた。その資料を、学識経験者や行政職
員、関係機関からなる会議にて報告し、市町村の取組支
援について意見や助言をいただき、市町村へ助言を還元
した。
・市町村による見守り・生活支援の取組を推進するため
に、有識者等をアドバイザーとして市町村の会議等へ派
遣した。（18市町村、37回・延45人）

地域における見守り活動拡大に
向けた働きかけ

（県民生活課）
全国の先進的な事例等を掲載した
「高齢者等消費者被害見守りハンド
ブックあいち」（2021年度作成）を
活用した以下の呼び掛け及び個別の
働き掛けの結果、2023年度中に稲沢
市はじめ９市町（累計36市町）が協
議会を設置（累計人口カバー率：
92％）
・愛知県市町村消費者行政連絡会議
（５月31日）、愛知県消費者安全確
保地域協議会（９月12日）における
見守り活動拡大の呼び掛け
・地域包括ケア・認知症対策室主催
の研修会等における協議会に関する
情報提供
（地域包括ケア・認知症施策推進
室）
・市町村における見守り・生活支援
に関する事業等の調査を取りまとめ
た。その資料を、学識経験者や行政
職員、関係機関からなる会議にて報
告し、市町村の取組支援について意
見や助言をいただき、市町村へ助言
を還元した。
・市町村による見守り・生活支援の
取組を推進するために、有識者等を
アドバイザーとして市町村の会議等
へ派遣した。（20市町村・広域連
合、32回・延35人）

（県民生活課）
全国の先進的な事例等を掲載した
「高齢者等消費者被害見守りハンド
ブックあいち」（2021年度作成）を
活用した以下の呼び掛け及び個別の
働き掛けの結果、2022年度中に岡崎
市はじめ３市（累計27市町）が協議
会を設置（累計人口カバー率：
82％）
・愛知県市町村消費者行政連絡会議
（６月２日）、愛知県消費者安全確
保地域協議会（10月26日オンライン
開催）における見守り活動拡大の呼
び掛け
・地域包括ケア・認知症対策室主催
の研修会等における協議会に関する
情報提供
（地域包括ケア・認知症施策推進
室）
・市町村における見守り・生活支援
に関する事業等の調査を取りまとめ
た。その資料を、学識経験者や行政
職員、関係機関からなる会議にて報
告し、市町村の取組支援について意
見や助言をいただき、市町村へ助言
を還元した。
・市町村による見守り・生活支援の
取組を推進するために、有識者等を
アドバイザーとして市町村の会議等
へ派遣した。（16市町・広域連合、
32回・延32人）

（県民生活課）
以下の呼び掛け及び個別の働き掛け
の結果、2021年度中に半田市を始め
９市町（累計２４市町）が協議会を
設置（累計人口カバー率：74％）
・全国の先進的な事例等を掲載した
「高齢者等消費者被害見守りハンド
ブックあいち」を作成
・愛知県市町村消費者行政連絡会議
（６月15日書面開催）、愛知県消費
者安全確保地域協議会（９月２日書
面開催）における見守り活動拡大の
呼び掛け
・地域包括ケア・認知症対策室主催
の研修会等における協議会に関する
情報提供
（地域包括ケア・認知症施策推進
室）
・市町村における見守り・生活支援
に関する事業等の調査を取りまとめ
た。その資料を、学識経験者や行政
職員、関係機関からなる会議にて報
告し、市町村の取組支援について意
見や助言をいただき、市町村へ助言
を還元した。
・市町村による見守り・生活支援の
取組を推進するために、有識者等を
アドバイザーとして市町村の会議等
へ派遣した。（21市町・広域連合、
27回・延44人）

④
高齢者等を消費者被
害から守る見守り
ネットワークの拡大

③
増加する外国人県民
等への対応など相談
体制の充実・強化

②
高度情報化・国際化
の進展に対応した消
費者被害防止・救済
対策の推進

18
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目標１　消費者被害の救済・未然防止の強化　３９施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

番
号

取組

あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

（参考）過去の実績・事業内容
（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容具体的施策 担当課室

20 特殊詐欺対策の推進

・特殊詐欺に関する防犯啓発チ
ラシの作成配布
・被害の発生状況に合わせて、
あいち地域安全通信4回の発出
・パートナーシップ企業への啓
発広報活動
・新型コロナウイルスに関係し
て、年金支給日等における街頭
啓発活動が中止となった
〈（県警本部）生活安全総務
課〉
コールセンターを活用した注意
喚起やキャンペーン等による広
報啓発活動、金融機関等の事業
者と連携した水際対策を犯罪情
勢に応じて適宜実施した。

〈県民安全課〉
・特殊詐欺に関する防犯啓発チ
ラシの作成・配布
・被害の発生状況に合わせて、
あいち地域安全通信を１回発出
・パートナーシップ企業への啓
発広報活動
・商業施設や神社仏閣の縁日等
における該当啓発活動（年間６
６回）
〈（県警本部）生活安全総務
課〉
コールセンターを活用した注意
喚起やキャンペーン等による広
報啓発活動、金融機関等の事業
者と連携した水際対策を犯罪情
勢に応じて適宜実施した。

〈県民安全課〉
愛知県老人クラブ連合会及び金融機
関と連携した啓発活動を実施。
特殊詐欺被害防止セミナーを実施。
顧客を個別訪問する事業者等と連携
して、高齢者等への啓発を実施。
大学生防犯ボランティアと連携した
啓発活動を実施。
（（県警本部）生活安全総務課）
・特殊詐欺被害防止コールセンター
を活用した注意喚起、防犯キャン
ペーン等の機会を利用した「ＳＴＯ
Ｐ！ＡＴＭでの携帯電話」や常時留
守番電話設定、被害防止機能付き電
話機への交換を呼び掛ける啓発活
動、金融機関における「愛知県警察
防犯活動専門チームのぞみ」、「ス
トップ・オレオレ詐欺47～家族の絆
作戦～プロジェクトチーム」及び
「杉良太郎警察庁特別防犯対策監の
音声メッセージ」による特殊詐欺被
害防止啓発動画の放映等の広報啓発
活動を実施した。・金融機関等に対
して興味や関心を引き付ける掲示物
（錯視シート）等の設置の働き掛
け、関係団体の協力を得て特殊詐欺
報奨金制度を運用するなどの水際対
策を実施した。

〈県民安全課〉
金融機関及びコンビニエンスス
トア、愛知県老人クラブ連合会
等と連携した啓発活動を実施。
特殊詐欺被害防止セミナーを実
施。
宅配業者と連携して、高齢者宅
を個別訪問する際に広報啓発を
実施。
大学生防犯ボランティアと連携
した啓発活動を実施。
〈（県警本部）生活安全総務
課〉
・コールセンターを活用し、県
民等に対する注意喚起を実施
・金融機関、コンビニエンスス
トアにおける声掛け等訓練を実
施
・ＮＴＴ西日本と連携したナン
バー・ディスプレイ等普及活動
を実施

〈県民安全課〉
愛知県老人クラブ連合会、金融
機関及びコンビニエンスストア
と連携した啓発活動を実施。
特殊詐欺被害防止セミナーを実
施。
顧客を個別訪問する事業者等と
連携して、高齢者等への啓発を
実施。
大学生防犯ボランティアと連携
した啓発活動を実施。
〈（県警本部）生活安全総務
課〉
コールセンターを活用した注意
喚起やキャンペーン等による広
報啓発活動、金融機関等の事業
者と連携した水際対策を犯罪情
勢に応じて適宜実施、犯人と話
さない対策の促進

〈県民安全課〉
愛知県老人クラブ連合会、金融機関及びコンビニエンス
ストアと連携した啓発活動を実施。
特殊詐欺被害防止セミナーを実施。
顧客を個別訪問する事業者等と連携して、高齢者等への
啓発を実施。
大学生防犯ボランティアと連携した啓発活動を実施。
〈（県警本部）生活安全総務課〉
コールセンターを活用した注意喚起やキャンペーン等に
よる広報啓発活動、金融機関等の事業者と連携した水際
対策を犯罪情勢に応じて適宜実施、犯人と話さない対策
の促進した。

県民安全課
（警察本部）

生活安全総務課

21
被害者層に応じた被害防止活動の推
進

・老人クラブ等への啓発チラシ
配布広報
・個別訪問事業者やその他協力
企業等へ特殊詐欺啓発チラシの
作成配布
・県内50大学に大学生向け、特
殊詐欺啓発チラシの作成配布
・パートナーシップ企業向け特
殊詐欺啓発広報の実施

民生委員や顧客を戸別訪問する
事業者などと連携した啓発活動
を実施。
愛知県老人クラブ連合会と連携
するなどして、高齢者の集まる
場所での啓発ちらし配布。
大学生防犯ボランティアと連携
した啓発活動を実施。
県内51大学に大学生向け特殊詐
欺啓発ちらしを配布。

民生委員や顧客を戸別訪問する
事業者などと連携した啓発活動
を実施。
愛知県老人クラブ連合会と連携
するなどして、高齢者の集まる
場所での広報啓発を実施。
特殊詐欺被害防止啓発ちらしの
作成・配布。
大学生防犯ボランティアと連携
した啓発活動を実施。
県内52大学に大学生向け特殊詐
欺防止啓発ちらしを配布。

民生委員や高齢者福祉相談員、
宅配業者と連携して、高齢者宅
を戸別訪問する際に広報啓発活
動を実施。
愛知県老人クラブ連合会等と連
携するなどして、高齢者の集ま
る場所での広報啓発を実施。

民生委員や顧客を戸別訪問する
事業者などと連携した啓発活動
を実施。
愛知県老人クラブ連合会と連携
するなどして、高齢者の集まる
場所での広報啓発を実施。

民生委員や顧客を戸別訪問する事業者などと連携した啓
発活動を実施。
愛知県老人クラブ連合会と連携するなどして、高齢者の
集まる場所での広報啓発を実施。

県民安全課

22
県民、事業者等と一体となった被害
防止活動の推進

防犯ボランティア養成アカデ
ミーを４回開催し、防犯ボラン
ティアの活動を活発化させ、防
犯意識の高揚と地域防犯力の向
上を図った。当初10回の開催を
予定していたが、新型コロナウ
イルスの影響で６回が中止と
なった。
効果的な防犯活動の企画を自主
防犯団体及びＮＰＯを始めとし
た地域の団体から募集し、19団
体に実施を委託した。事業の成
果を報告会の開催等により、県
内各地に広く普及を図った。
企業のCSR活動についても、新型
コロナウイルス関連で自粛と
なった。

防犯ボランティア養成アカデ
ミーを8回開催し、防犯ボラン
ティアの活動を活発化させ、防
犯意識の高揚と地域防犯力の向
上を図った。当初13回の開催を
予定していたが、新型コロナウ
イルスの影響で5回が中止となっ
た。
効果的な防犯活動の企画を自主
防犯団体及びＮＰＯを始めとし
た地域の団体から募集し、20団
体に実施を委託した。事業の成
果を報告会の開催等により、県
内各地に広く普及を図った。

防犯ボランティア養成アカデ
ミーを12回開催し、防犯ボラン
ティアの活動を活発化させ、防
犯意識の高揚と地域防犯力の向
上を図った。
効果的な防犯活動の企画を自主
防犯団体及びNPOを始めとした地
域の団体から募集し、20団体に
実施を委託した。事業の成果を
報告会の開催等により、県内各
地に広く普及を図った。

防犯ボランティア養成アカデ
ミーを13回開催し、防犯ボラン
ティアの活動を活発化させ、防
犯意識の高揚と地域防犯力の向
上を図った。
効果的な防犯活動の企画を自主
防犯団体及びNPOを始めとした地
域の団体から募集し、17団体に
実施を委託した。事業の成果を
報告会の開催等により、県内各
地に広く普及を図った。

新規の自主防犯団体に対し、防
犯パトロール用資材を提供し
て、更なる自主防犯団体の設立
を促進するとともに、「防犯ボ
ランティア養成アカデミー」を
開催し、防犯ボランティアの活
動を活発化させ、防犯意識の高
揚と地域防犯力の向上を図る。
また、効果的な防犯活動の企画
を自主防犯団体及びＮＰＯを始
めとした地域の団体から募集
し、優良提案団体に事業を委託
するとともに、事業の成果を報
告会の開催等により、県内各地
に広く普及を図る。

新規の自主防犯団体に対して、防犯パトロール資材を提
供して、活動の活性化を促進するとともに、防犯ボラン
ティア養成アカデミーを１０回開催し、防犯ボランティ
アの活動を活性化させ、防犯意識の高揚と地域防犯力の
向上を図った。
効果的な防犯活動の企画を自主防犯団体及びNPOを始め
とした地域の団体から募集し、２１団体に実施を委託す
るとともに、報告会の開催等により、事業の成果の普及
を図った。

県民安全課

23 被害防止機器の普及促進

2回の県政お届け講座に際して、
特殊詐欺防止の電話機及び、空
き巣被害対策の補助錠の広報を
実施した。また、4回実施したイ
オンでの防犯キャンペーンにお
いて補助錠を配布したり、設置
の広報を実施した。

2回の県政お届け講座に際して特
殊詐欺被害防止のため迷惑電話
防止機能付き電話機の広報を実
施した。
また、イオン等の商業施設での
防犯キャンペーンや街頭啓発活
動を66回実施し、補助錠や特殊
詐欺対策用簡易式録音装置等を
配布して普及促進に努めた。

イオン等の商業施設、日泰寺等
の寺院におけるイベント等を54
回実施し、補助錠や特殊詐欺対
策用簡易式録音装置等の啓発品
を配布し、普及促進を図った。
6回の県政お届け講座に際して特
殊詐欺被害防止のため迷惑電話
防止機能付き電話機の広報を実
施した。

イオン等の商業施設やその他イ
ベント等において、補助錠や防
犯ブザー等の啓発品を配布し、
普及促進を行った。

イオン等の商業施設やその他イ
ベント等において、補助錠や特
殊詐欺対策用簡易式録音装置等
を配布して普及促進に努める。

イオン等の商業施設やその他イベントにおいて、補助錠
等の啓発品の配布や防犯砂利、防犯器具の体験をしても
らい、防犯意識の高揚を図った。

県民安全課

24
外国人に対する生活設計に関する啓
発・支援

2019年度に作成した 「外国人生
活設計支援冊子」を活用し、外
国人などに対し、各ライフス
テージにおける生活設計の重要
性等を周知した。

2019年度に作成した 「外国人生
活設計支援冊子」を活用し、外
国人などに対し、各ライフス
テージにおける生活設計の重要
性等を周知した。

2019年度に作成した 「外国人生
活設計支援冊子」を活用し、外
国人などに対し、各ライフス
テージにおける生活設計の重要
性等を周知した。

2019年度に作成した 「外国人生
活設計支援冊子」を活用し、外
国人などに対し、各ライフス
テージにおける生活設計の重要
性等を周知した。

2019年度に作成した 「外国人生
活設計支援冊子」を活用し、外
国人などに対し、各ライフス
テージにおける生活設計の重要
性等を周知する。

2019年度に作成した 「外国人生活設計支援冊子」を活
用し、外国人などに対し、各ライフステージにおける生
活設計の重要性等を周知した。

社会活動推進課
多文化共生推進室

④
高齢者等を消費者被害
から守る見守りネット
ワークの拡大
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目標１　消費者被害の救済・未然防止の強化　３９施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

番
号

取組

あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

（参考）過去の実績・事業内容
（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容具体的施策 担当課室

25 綿密な調査と厳正な処分
適正に実施
（処分４件）

適正に実施
（処分２件）

適正に実施
（処分２件）

適正に実施
（処分０件）

悪質事業者に対する厳正な法執
行
適正に実施

適正に実施
（処分件数０件）

県民生活課

26 調査力の向上

① 東海地域悪質事業者対策会議
の開催　年３回開催
② 消費者庁主催研修（特商法執
行担当者研修）　延べ２名参加

① 東海地域悪質事業者対策会議
の開催　年３回開催
② 消費者庁主催研修（特商法執
行担当者研修）　延べ４名参加

① 東海地域悪質事業者対策会議
の開催　年３回開催
② 消費者庁主催研修（特商法執
行担当者研修）　延べ５名参加

① 東海地域悪質事業者対策会議
の開催　年３回開催
② 消費者庁主催研修（特商法執
行担当者研修）　延べ６名参加

① 東海地域悪質事業者対策会議
の開催　年３回開催
② 消費者庁所管法令執行担当者
研修に参加　延べ３名参加

① 東海地域悪質事業者対策会議の開催　年３回開催
② 消費者庁主催研修（特商法執行担当者研修）　延べ
４名参加

県民生活課

27
国及び近隣県等と連携した調査・処
分

東海地域悪質事業者対策会議の
開催
年３回開催

東海地域悪質事業者対策会議の
開催年３回開催

東海地域悪質事業者対策会議の
開催　年３回開催

東海地域悪質事業者対策会議の
開催　年３回開催

東海地域悪質事業者対策会議の
開催
年３回開催

東海地域悪質事業者対策会議の開催　年３回開催 県民生活課

28 特定商取引法執行関係機関との連携

①  愛知県消費者被害未然防止
対策連絡会議　年３回開催
② 特定商取引法執行関係機関情
報交換会議　中止

①  愛知県消費者被害未然防止
対策連絡会議　年３回開催
② 特定商取引法執行関係機関情
報交換会議　年１回開催

① 愛知県消費者被害未然防止対
策連絡会議　年３回開催
② 特定商取引法執行関係機関情
報交換会議　年１回参加

① 愛知県消費者被害未然防止対
策連絡会議　年３回開催
② 特定商取引法執行関係機関情
報交換会議　年１回参加

① 愛知県消費者被害未然防止対
策連絡会議の開催　年３回開催
② 特定商取引法執行関係機関情
報交換会議に参加　年１回参加

① 愛知県消費者被害未然防止対策連絡会議　年３回開
催
② 特定商取引法執行関係機関情報交換会議　年１回参
加

県民生活課

29
不当な取引行為に係る事業者指導の
実施

10件実施 ９件実施 ７件実施 ６件実施 適正に実施 16件実施 県民生活課

30 条例に基づく事業者名の公表 ２件実施 １件実施 公表の実績なし 公表の実績なし 適正に実施 公表の実績なし 県民生活課

31 取締・指導監督機関等との連携
警察、消費者庁及び経済産業局
への情報提供を適正に実施

警察、消費者庁及び経済産業局
への情報提供を適正に実施

警察、消費者庁及び経済産業局
への情報提供を適正に実施

警察、消費者庁及び経済産業局
への情報提供を適正に実施

警察及び監督官庁等への情報提
供
随時

警察、消費者庁及び経済産業局への情報提供を適正に実
施

県民生活課

32 多重債務問題に関する講師派遣 未実施 講師派遣　１回（1市） 講師派遣　１回（１市） 派遣実績なし
市町村等に周知し、依頼に応じ
て弁護士会・司法書士を派遣

講師派遣　２回（２市） 県民生活課

33
愛知県弁護士会ヤミ金被害対策チー
ムとの連携

3回参加し、情報交換を実施 2回参加し、情報交換を実施 2回参加し、情報交換を実施
ヤミ金・特殊詐欺対策チーム会
議に２回参加し、情報交換を実
施

愛知県弁護士会ヤミ金被害対策
チームとの情報共有

ヤミ金・特殊詐欺対策チーム会議に２回参加し、情報交
換を実施

県民生活課

34
商品等の表示に係る店頭調査・啓発
の実施

①　県農林水産事務所等との合
同調査・啓発：31件
②　景品表示法単独調査・啓
発：17件

① 県農林水産事務所等との合同
調査・啓発：23件
② 景品表示法単独調査・啓発：
36件

① 県農林水産事務所等との合同
調査・啓発：31件
② 景品表示法単独調査・啓発：
28件

① 県農林水産事務所との合同調
査・啓発：22件
② 景品表示法単独調査・啓発：
19件

店舗等訪問件数　計40件
① 食品表示法等所管局との合同
② 景品表示法所管局単独

① 県農林水産事務所等との合同調査・啓発：22件
② 景品表示法単独調査・啓発：21件

県民生活課

35
食品等の表示に係る関係機関との協
力体制の推進

県農林水産事務所等との合同調
査：31件

県農林水産事務所との合同調
査・啓発：23件

県農林水産事務所等との合同調
査・啓発：31件

県農林水産事務所との合同調
査・啓発：22件

食品等の表示に係る関係機関と
の協力
適正に実施

県農林水産事務所等との合同調査・啓発：22件 県民生活課

36
広告表示適正化のための近隣県等と
の連携

東海４県広告表示等適正化推進
会議
年２回開催

東海４県広告表示等適正化推進
会議　年２回開催

東海４県広告表示等適正化推進
会議　年２回開催

東海４県広告表示等適正化推進
会議　年２回開催

東海４県広告表示等適正化推進
会議の開催
年２回開催

東海４県広告表示等適正化推進会議　年２回開催 県民生活課

37 適格消費者団体との連携・支援

① 適格消費者団体への情報提供
を適正に実施
② 消費者団体訴訟制度の周知を
図るシンポジウムを開催（１月
27日）

① 適格消費者団体への情報提供
を適正に実施
② 県内の特定適格消費者団体の
認定に向けて優良事業者育成セ
ミナーを開催（１月31日）

① 適格消費者団体への情報提供
を適正に実施
② 県内の特定適格消費者団体の
認定に向けて
優良事業者育成セミナーを開催
（２月10日）

① 適格消費者団体への情報提供
を適正に実施
② 県内の特定適格消費者団体の
認定に向けて
優良事業者育成セミナーを開催
（２月14日）

① 適格消費者団体への情報提供
随時
② 県内の特定適格消費者団体の
認定に向けた支援（イベント
等）の実施

① 適格消費者団体への情報提供を適正に実施
② 県内の特定適格消費者団体の認定に向けて優良事業
者育成セミナーの開催（1月30日）

県民生活課

38 自主来庁事業者に対する情報提供 情報提供：72件 情報提供：89件 情報提供：88件 情報提供：103件 適正に実施 情報提供：97件 県民生活課

39 景品表示法の趣旨、内容の周知

① 県農林水産事務所等との合同
調査・啓発：31件
景品表示法単独調査・啓発：17
件
② 事業者への助言：92件

① 県農林水産事務所との合同調
査・啓発：23件
景品表示法単独調査・啓発：36
件
② 事業者への助言：74件

① 県農林水産事務所等との合同
調査・啓発：31件
景品表示法単独調査・啓発：28
件
② 事業者への助言：83件

① 県農林水産事務所との合同調
査・啓発：22件
　　景品表示法単独調査・啓
発：19件
② 事業者への助言：71件

① 店舗等訪問件数　40件
② 事業者への助言　適正に実施

① 県農林水産事務所等との合同調査・啓発：22件
　　景品表示法単独調査・啓発：21件
② 事業者への助言　59件

県民生活課

⑦
被害防止に向けた事
業者や事業者団体に
よる自主的な取組の
支援

⑥
被害防止に向けた事
業者指導の強化及び
関係機関との連携

⑤
悪質事業者に対する
綿密な調査と厳正な
処分

⑤
悪質事業者に対する
綿密な調査と厳正な
処分
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目標２　主体性のある消費者の育成　７５施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

40
学習指導要領に基づく消費者教育の推
進

〈高等学校教育課〉
文部科学省が主催する各教科等指
導主事連絡協議会、また本県が主
催する教育課程説明会は中止と
なったが、愛知県高等学校家庭科
研究大会において、消費者教育の
推進に向けた説明を加えた。
〈義務教育課〉
文部科学省が主催する各教科等指
導主事連絡協議会は中止であった
が、内容について、Ｗｅｂからダ
ウンロードし市町村及び学校に周
知した。

〈高等学校教育課・特別支援教育
課〉
文部科学省が主催する指導主事連
絡協議会に出席し、その内容を学
校に周知した。また、愛知県高等
学校家庭科研究会において、消費
者教育の推進に向けた説明を加え
た。
〈義務教育課〉
文部科学省が主催する各教科等指
導主事連絡協議会(オンライン開
催)の内容について、市町村及び
学校に周知した。

<高等学校教育課>
文部科学省が主催する指導主事連
絡協議会に出席し、その内容を学
校に周知した。
<義務教育課>
文部科学省が主催する各教科等指
導主事連絡協議会に出席し、その
内容を市町村及び学校に周知し
た。

文部科学省が主催する各教科等指
導主事連絡協議会に出席し、その
内容を学校に周知し、消費者教育
の一層の推進を図った。

文部科学省が主催する各教科等指
導主事連絡協議会に出席し、その
内容を市町村及び学校に周知す
る。

文部科学省が主催する各教科等指導主事連絡協議会に出
席し、その内容を学校に周知し、消費者教育の一層の推
進を図った。

高等学校教育課

義務教育課
特別支援教育課

41 「消費者教育研究校」の指定

県立足助高等学校、県立半田商業
高等学校、県立名古屋南高等学
校、県立名古屋特別支援学校の4
校を指定し、効果的な消費者教育
の支援を実施

県立一色高等学校、県立岡崎東高
等学校、県立犬山高等学校、県立
一宮聾学校の４校を指定し、効果
的な消費者教育の支援を実施

県立旭丘高等学校、県立碧南工科
高等学校、県立愛知商業高等学
校、県立春日台特別支援学校の４
校を指定し、効果的な消費者教育
の支援を実施

県立半田高等学校、県立一宮興道
高等学校、県立東海樟風高等学
校、県立岡崎特別支援学校の４校
を指定し、効果的かつ実践的な消
費者教育を支援

消費者教育研究校を４校指定し、
効果的かつ実践的な消費者教育の
支援を行う。

県立旭丘高等学校、県立中川青和高等学校、県立古知野
高等学校、県立名古屋聾学校の４校を指定し、効果的か
つ実践的な消費者教育を支援

県民生活課
高等学校教育課
特別支援教育課

42
「消費者教育コーディネーター」の配
置による消費者教育推進体制の構築

消費者教育コーディネーター1名
を配置し、教育現場と外部講師と
の調整、指導案の作成等を実施
実践的授業に83回派遣

消費者教育コーディネーター1名
を配置し、教育現場と外部講師と
の調整、授業案の作成等を実施
実践的授業に58回派遣

消費者教育コーディネーター1名
を配置し、教育現場と外部講師と
の調整、授業案の作成等を実施
実践的授業に40回派遣

消費者教育コーディネーター１名
を配置し、教育現場と外部講師と
の調整等を実施
実践的授業に43回派遣

消費者教育コーディネーターの配
置・活用

消費者教育コーディネーター1名を配置し、教育現場と
外部講師との調整等を実施
実践的授業に41回派遣

県民生活課

43
「社会への扉」を活用した授業の全県
立高校・特別支援学校での実施

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施計画
①県立高等学校　98％
②県立特別支援学校　93.5％
③私立高等学校等　92.2％

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施実績
①県立高等学校 100%
②県立特別支援学校 93.5%
③私立高等学校等 98.8%

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施実績
①県立高等学校 95.3％
②県立特別支援学校 90.0%
③私立高等学校等 80.0%

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施実績
①県立高等学校　93.3％
②県立特別支援学校　93.3%
③私立高等学校等 　78.8%

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施計画
①県立高等学校　100%
②県立特別支援学校　100%
③私立高等学校等　70%以上

「社会への扉」を活用した実践的授業の実施
①県立高等学校　92.0%
②県立特別支援学校　90.0%
③私立高等学校等　77.9%

県民生活課
高等学校教育課
特別支援教育課

44 小・中学校における消費者教育の支援
小中学生向け消費者教育動画を作
成

小・中学生向け消費者教育教材の
開発に向けた調査・研究を実施

小・中学生向け消費者教育教材
「かしこい消費者のススメ」を作
成し、県内の小学５年生及び中学
２年生に配布。また教材を活用し
た実践的授業を46回実施

小・中学生向け消費者教育教材
「かしこい消費者のススメ」を県
内の小学５年生及び中学２年生に
配布。また教材を活用した実践的
授業を40回実施

児童・生徒向け消費者教育教材の
作成

小・中学生向け消費者教育教材「かしこい消費者のスス
メ」を県内の小学５年生及び中学２年生に配布。また教
材を活用した実践的授業を51回実施

県民生活課

45
障害者向け消費者教育教材・手法の開
発

12月の消費者教育専門分野チー
ムで調査・研究を実施

一宮聾学校を「消費者教育研究
校」に指定し、効果的な消費者教
育教材・指導方法の調査・研究を
実施

県立春日台特別支援学校を「消費
者教育研究校」に指定し、効果的
な消費者教育教材・指導方法の調
査・研究を実施

県立岡崎特別支援学校を「消費者
教育研究校」に指定し、効果的な
消費者教育教材・指導方法の調
査・研究を実施

障害者向け消費者教育教材・指導
方法の作成

県立名古屋聾学校を「消費者教育研究校」に指定し、効
果的な消費者教育教材・指導方法の調査・研究を実施

県民生活課

46 大学等における消費者教育の支援
消費生活相談員を大学等に5回派
遣

消費生活相談員を大学等に11回
派遣

消費生活相談員を大学等に15回
派遣

消費生活相談員を大学等に７回派
遣

新入生ガイダンス等における出前
講座の実施（７回以上）

消費生活相談員を大学等に2回派遣 県民生活課

47 「若年消費者教育研究会」の開催
「若年消費者教育研究会」を年１
回開催
（９月２日）

「若年消費者教育研究会」を年１
回開催（７月26日）

「若年消費者教育研究会」を年１
回開催（７月27日）

「若年消費者教育研究会」を年１
回開催（７月21日）

「若年消費者教育研究会」を年１
回開催し、学校における消費者教
育を支援していくための方策を検
討する。

「若年消費者教育研究会」を年１回開催（７月22日）

県民生活課
高等学校教育課

義務教育課
特別支援教育課

48 「ＦＡＱサポートサイト」の開設 未実施
2022年度のサポートサイト開設
に向け、掲載する最新相談事例を
集約

最新相談事例を掲載（消費生活相
談100事例）

相談事例を掲載（消費生活相談
100事例）

「ＦＡＱサポートサイト」の準備・開設相談事例を掲載（消費生活相談100事例） 県民生活課

49
消費生活センターを拠点とした消費者
教育の推進

消費者教育に関する情報の収集・
発信
消費者教育教材等の作成・提供
（消費者教育オンライン講座の開
講：全７本）
消費者教育に関わる人材の育成
消費者教育を行う多様な主体の連
携の支援
市町村の消費生活センター等にお
ける消費者教育の取組みの支援

消費者教育に関する情報の収集・
発信
消費者教育教材等の作成・提供
消費者教育に関わる人材の育成
消費者教育を行う多様な主体の連
携の支援
市町村の消費生活センター等にお
ける消費者教育の取組の支援

消費者教育に関する情報の収集・
発信
消費者教育教材等の作成・提供
消費者教育に関わる人材の育成
消費者教育を行う多様な主体の連
携の支援
市町村の消費生活センター等にお
ける消費者教育の取組の支援

消費者教育に関する情報の収集・
発信
消費者教育教材等の作成・提供
消費者教育に関わる人材の育成
消費者教育を行う多様な主体の連
携の支援
市町村の消費生活センター等にお
ける消費者教育の取組の支援

消費者教育に関する情報の収集・
発信
消費者教育教材等の作成・提供
消費者教育に関わる人材の育成
消費者教育を行う多様な主体の連
携の支援
市町村の消費生活センター等にお
ける消費者教育の取組みの支援

消費者教育に関する情報の収集・発信
消費者教育教材等の作成・提供
消費者教育に関わる人材の育成
消費者教育を行う多様な主体の連携の支援
市町村の消費生活センター等における消費者教育の取組
の支援

県民生活課

50
大学等と連携した地域における消費者
教育の推進

出前講座の実施について働きかけ
を実施

大学生によるエシカル消費普及啓
発のためのイメージ動画の作成

大学のエシカル消費普及啓発イベ
ントへの出店

大学生等が県のエシカル消費普及
啓発イベントへ出店

大学等のアウトリーチ活動と連携
した出前講座の実施

大学生等が県のエシカル消費普及啓発イベントへ出展 県民生活課

51
保護者に対する消費者教育や情報提供
の充実

未実施
PTA連合会（小中学校及び高等学
校）が発行する新聞への記事掲載
（3回）

消費生活相談員をPTAに３回派
遣、PTA連合会（小中学校及び高
等学校）が発行する新聞への記事
掲載（３回）

小中学校PTA連絡協議会が発行す
る新聞への記事掲載（２回）

PTAと連携した出前講座の実施
（2回以上）

PTA連合会（小中学校及び高等学校）が発行する新聞へ
の記事掲載（３回）

県民生活課

番
号

(1)
学校教育
における
消費者教
育の推進

(2)
地域社会
における
消費者教
育の推進

①
様々な場
における
消費者教
育の推進

取組 担当課室具体的施策
（参考）過去の実績・事業内容

（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容
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52
地域、家庭、職域等における消費者教
育の支援

消費生活相談員及び金融広報アド
バイザーを社会教育施設等に4回
派遣

消費生活相談員及び金融広報アド
バイザーを社会教育施設等に8回
派遣

消費生活相談員及び金融広報アド
バイザーを社会教育施設等に18
回派遣

消費生活相談員等を社会教育施設
等に16回派遣

社会教育施設等における出前講座
の実施

消費生活相談員等を社会教育施設等に12回派遣 県民生活課

53
「消費者安全確保地域協議会（高齢者
等見守りネットワーク）」による啓
発・情報提供

・市町村消費者安全確保地域協議
会に、「あいち暮らしっく（高齢
者特集号）」を１回配布
・消費者庁等からの提供情報を、
県消費者安全確保地域協議会構成
員に周知（14回）

・市町村消費者安全確保地域協議
会に、「あいち暮らしっく（高齢
者特集号）」を１回配布
・消費者庁等からの提供情報を、
県消費者安全確保地域協議会構成
員に周知（34回）

・市町村消費者安全確保地域協議
会に、「あいち暮らしっく（高齢
者特集号）」を１回配布
・消費者庁等からの提供情報を、
県消費者安全確保地域協議会構成
員に周知（25回）

・市町村消費者安全確保地域協議
会に、「あいち暮らしっく（高齢
者特集号）」を１回配布
・消費者庁等からの提供情報を、
県消費者安全確保地域協議会構成
員に周知（30回）

「あいち暮らしっく（高齢者特集
号）」等による情報提供
年１回以上

・市町村消費者安全確保地域協議会に、「あいち暮ら
しっく（高齢者特集号）」を１回配布
・消費者庁等からの提供情報を、県消費者安全確保地域
協議会構成員に周知（38回）

県民生活課

54 「消費者教育研究校」の指定（再掲）

県立足助高等学校、県立半田商業
高等学校、県立名古屋南高等学
校、県立名古屋特別支援学校の4
校を指定し、効果的な消費者教育
の支援を実施

県立一色高等学校、県立岡崎東高
等学校、県立犬山高等学校、県立
一宮聾学校の４校を指定し、効果
的な消費者教育の支援を実施

県立旭丘高等学校、県立碧南工科
高等学校、県立愛知商業高等学
校、県立春日台特別支援学校の４
校を指定し、効果的な消費者教育
の支援を実施

県立半田高等学校、県立一宮興道
高等学校、県立東海樟風高等学
校、県立岡崎特別支援学校の４校
を指定し、効果的かつ実践的な消
費者教育を支援

消費者教育研究校を４校指定し、
効果的かつ実践的な消費者教育の
支援を行う。

県立旭丘高等学校、県立中川青和高等学校、県立古知野
高等学校、県立名古屋聾学校の４校を指定し、効果的か
つ実践的な消費者教育を支援

県民生活課
高等学校教育課
特別支援教育課

55
「消費者教育コーディネーター」の配
置による消費者教育推進体制の構築
（再掲）

消費者教育コーディネーター1名
を配置し、教育現場と外部講師と
の調整、指導案の作成等を実施
実践的授業に83回派遣

消費者教育コーディネーター1名
を配置し、教育現場と外部講師と
の調整、授業案の作成等を実施
実践的授業に58回派遣した

消費者教育コーディネーター1名
を配置し、教育現場と外部講師と
の調整、授業案の作成等を実施
実践的授業に40回派遣

消費者教育コーディネーター1名
を配置し、教育現場と外部講師と
の調整等を実施
実践的授業に43回派遣

消費者教育コーディネーターの配
置・活用

消費者教育コーディネーター1名を配置し、教育現場と
外部講師との調整等を実施
高等学校等が行う実践的授業に41回派遣

県民生活課

56
「社会への扉」を活用した授業の全県
立高校・特別支援学校での実施（再
掲）

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施計画
①県立高等学校　98％
②県立特別支援学校　93.5％
③私立高等学校等　92.2％

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施実績
①県立高等学校 100%
②県立特別支援学校 93.5%
③私立高等学校等 98.8%

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施実績
①県立高等学校 95.3％
②県立特別支援学校 90.0%
③私立高等学校等 80.0%

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施実績
①県立高等学校　93.3％
②県立特別支援学校　93.3%
③私立高等学校等 　78.8%

「社会への扉」を活用した実践的
授業の実施計画
①県立高等学校　100%
②県立特別支援学校　100%
③私立高等学校等　70%以上

「社会への扉」を活用した実践的授業の実施
①県立高等学校　92.0%
②県立特別支援学校　90.0%
③私立高等学校等　77.9%

県民生活課
高等学校教育課
特別支援教育課

57
「ＦＡＱサポートサイト」の開設（再
掲）

未実施
2022年度のサポートサイト開設
に向け、掲載する最新相談事例を
集約

最新相談事例を掲載（消費生活相
談100事例）

相談事例を掲載（消費生活相談
100事例）

掲載する相談事例の更新（消費生
活相談100事例）

相談事例を掲載（消費生活相談100事例） 県民生活課

58 教職員向け研修の実施
「消費者教育推進フォーラム」を
年１回開催
（11月18日）

消費者教育推進フォーラムに代え
て、「消費者教育勉強会」を年１
回開催（８月20日）

「消費者教育勉強会」を年１回開
催（８月19日）

「消費者教育勉強会」を年１回開
催（８月17日）

「消費者教育勉強会」を年１回開
催し、学校等におけるより実践的
な消費者教育の展開につなげる。

「消費者教育勉強会」を年１回開催（８月21日）
県民生活課

高等学校教育課

義務教育課

59 教員向け消費者教育情報提供紙の作成
「あいち消費者教育リポート」を
1月に発行

「あいち消費者教育リポート」を
年１回発行（12月17日）

「あいち消費者教育リポート」を
年１回発行（12月23日）

「あいち消費者教育リポート」を
年１回発行（12月20日）

「あいち消費者教育リポート」を
年１回発行し、消費者教育研究校
の実践事例や、消費者教育の実践
に役立つ情報を紹介する。

「あいち消費者教育リポート」を年１回発行（12月20
日）

県民生活課
高等学校教育課

義務教育課
特別支援教育課

60
教員免許状更新講習における消費者教
育の機会提供

未実施

愛知県立大学にて教員免許状更新
講習「2022年度の成年年齢引下
げに向けた消費者教育」を実施
（8月5日）

不実施
（法改正により教員免許更新制の
廃止のため）

不実施
（法改正により教員免許更新制が
廃止されたため）

不実施（法改正により教員免許更
新制が廃止されたため）

不実施
（法改正により教員免許更新制廃止のため）

県民生活課

61
消費生活相談員の消費者教育の担い手
としての育成

消費者教育専門分野チームの研究
会を3回実施

消費者教育専門分野チームの研究
会を4回実施

専門分野チーム研究会（教育分
野）を2回実施

専門分野チーム研究会（教育分
野）を２回実施
国民生活センターの研修に３回
（３名）派遣

専門分野チームにおける調査研
究・国民生活センター研修への派
遣

専門分野チーム研究会（教育分野）を2回実施
国民生活センターの研修に２回(２名)派遣

県民生活課

62
消費生活モニターの消費者市民社会の
担い手としての育成

①研修会の開催　１回（９月28
日書面開催）
②モニター通信による情報提供
３回（８月、11月、１月）

①研修会の開催１回（ただし、一
部地域は新型コロナウイルス感染
症拡大防止のため書面開催）
②モニター通信による情報提供３
回（７月、10月、１月）

①研修会の開催１回
②モニター通信による情報提供３
回（８月、10月、１月）

①研修会の開催１回
②モニター通信による情報提供３
回（７月、９月、１月）

①研修会の開催　１回
②モニター通信による情報提供
３回

①研修会の開催１回
②モニター通信による情報提供３回（7月、9月、1月）

県民生活課

63 消費者団体への活動支援
消費者「あいち暮らしっく」を計
6回配布

消費生活情報「あいち暮らしっ
く」を計6回配布

消費生活情報「あいち暮らしっ
く」を計6回配布

消費生活情報「あいち暮らしっ
く」を計６回情報提供

各種情報や学習・活動機会の提供 消費生活情報「あいち暮らしっく」を計6回情報提供 県民生活課

64 消費者教育のコーディネーターの育成 未実施
専門分野チーム研究会（教育分
野）に参加

消費者教育コーディネーターが専
門分野チーム研究会（教育分野）
に参加

消費者教育コーディネーターが専
門分野チーム研究会（教育分野）
に参加

養成に係る研修機会の提供
消費者教育コーディネーターが専門分野チーム研究会
（教育分野）に参加

県民生活課

65
女性団体活動促進事業による消費者教
育の担い手の育成

2021年1月27日（水）開催予定を
していたが、緊急事態宣言発令に
伴い、紙面発表及び発表内容を録
画し、加盟各市町にＤＶＤを配布
した。

愛知県地域婦人団体活動事例発表
大会を開催（1月28日）

愛知県地域婦人団体活動事例発表
大会を開催（１月２７日）

愛知県地域婦人団体活動事例発表
大会を開催（11月10日）

愛知県地域婦人団体活動事例発表
大会を開催（11月20日）

弥富市総合社会教育センターにて開催。来賓として、弥
富市長、市議会議長、教育長、愛知県からは、あいちの
学び推進課長、担当課長が出席し、開催地である弥富市
女性の会と加盟市町の会員の皆さんにご協力いただき開
催。メンタルヘルスケアについての内容で講演会を行っ
た。参加者は約130人。

あいちの学
び推進課

(2)
地域人材
の育成

(1)
教職員の
指導力向
上

③
消費者教
育の人材
（担い

手）の育
成・支援

(2)
地域社会
における
消費者教
育の推進

①
様々な場
における
消費者教
育の推進

②
成年年齢引下げを踏
まえた消費者教育の
充実
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66
消費者教育に関する取組の「見える
化」の推進

あいち暮らしWEB等により消費者
教育情報を提供

あいち暮らしWEB等により消費者
教育情報を提供

あいち暮らしWEB等により消費者
教育情報を提供

あいち暮らしWEB等により消費者
教育情報を提供

あいち暮らしWEB等による「消費
者教育の体系イメージマップ」及
び取組事例の提供

あいち暮らしWEB等により消費者教育情報を提供 県民生活課

67
消費者団体、事業者、事業者団体、Ｎ
ＰＯ等との連携支援

「消費者教育担い手（団体等）リ
スト」に1件登録　累計78件

「消費者教育担い手（団体等）リ
スト」に1件登録　累計79件

「消費者教育担い手（団体等）リ
スト」に1件登録　累計80件

「消費者教育担い手（団体等）リ
スト」に11件登録、累計91件

「消費者教育担い手（団体等）リ
スト」への登録促進

「消費者教育担い手（団体等）リスト」に8件登録、累
計98件

県民生活課

68 消費者団体への活動支援（再掲）
消費者「あいち暮らしっく」を計
6回配布

消費生活情報「あいち暮らしっ
く」を計6回配布

消費生活情報「あいち暮らしっ
く」を計6回配布

消費生活情報「あいち暮らしっ
く」を計６回情報提供

各種情報や学習・活動機会の提供 消費生活情報「あいち暮らしっく」を計6回情報提供 県民生活課

69 消費者団体との協働推進
愛知県生活協同組合連合会等への
「あいちクリオ通信」及び「あい
ち暮らしっく」の情報提供

愛知県生活協同組合連合会等への
「あいちクリオ通信」及び「あい
ち暮らしっく」の情報提供

愛知県生活協同組合連合会等への
「あいちクリオ通信」及び「あい
ち暮らしっく」の情報提供

愛知県生活協同組合連合会等を通
じて、各組合員へ「あいちクリオ
通信」及び「あいち暮らしっく」
に掲載された消費者トラブルや消
費者教育の情報を提供

消費者団体と連携した教育啓発事
業の実施

愛知県生活協同組合連合会等を通じて、各組合員へ「あ
いちクリオ通信」及び「あいち暮らしっく」に掲載され
た消費者トラブルや消費者教育の情報を提供

県民生活課

70
「愛知県消費者教育推進地域協議会」
の開催

愛知県消費者教育推進地域協議会
を年１回開催
（10月30日）

愛知県消費者教育推進地域協議会
を１回開催
（７月19日）

愛知県消費者教育推進地域協議会
を１回開催
（７月25日）

愛知県消費者教育推進地域協議会
を１回開催
（７月27日）

愛知県消費者教育推進地域協議会
年２回開催

愛知県消費者教育推進地域協議会を２回開催
（６月３日、10月28日）
※消費生活審議会を同協議会へ位置付け

県民生活課

71
市町村の「消費者教育推進地域協議
会」の設置促進

愛知県消費者行政連絡協議会を通
じて市町村に設置の働きかけを実
施

愛知県消費者行政連絡協議会を通
じて市町村に設置の働きかけを実
施

愛知県消費者行政連絡協議会を通
じて市町村に設置の働きかけを実
施

愛知県消費者行政連絡協議会を通
じて市町村に設置の働きかけを実
施

会議等を通じて市町村に設置の働
きかけを実施

愛知県消費者行政連絡協議会を通じて市町村に設置の働
きかけを実施

県民生活課

72
「愛知県金融広報委員会」と連携した
金融経済教育の推進

金融広報アドバイザーを18回派
遣

金融広報アドバイザーを58回派
遣

金融広報アドバイザーを134回派
遣

金融広報アドバイザーを112回派
遣

金融広報アドバイザーによる派遣
講座の開催　70回以上

金融広報アドバイザーを87回派遣 県民生活課

73 消費者被害未然防止啓発紙等の発行
「あいちクリオ通信」を12回発
行
「あいち暮らしっく」の6回発行

「あいちクリオ通信」を12回発
行
「あいち暮らしっく」の6回発行

「あいちクリオ通信」の発行
（12回）
「あいち暮らしっく」の発行（６
回）

「あいちクリオ通信」の配信
（12回）
「あいち暮らしっく」の配信（６
回）

「あいちクリオ通信」の配信（月
１回）
「あいち暮らしっく」の配信（６
回）

「あいちクリオ通信」の配信（月１回）
「あいち暮らしっく」の配信（６回）

県民生活課

74
ウェブサイト、ＳＮＳ等を活用した効
果的な情報発信

①「あいち暮らしＷＥＢ」へのア
クセス件数533,383件
②ＳＮＳ等のフォロワー数359件

①「あいち暮らしＷＥＢ」へのア
クセス件数598,987件
②ＳＮＳ等のフォロワー数433件
（Facebook166件、Twitter175
件、YouTube92件）

①「あいち暮らしＷＥＢ」へのア
クセス件数510,981件
②ＳＮＳ等のフォロワー数284件
（Twitter180件、YouTube104
件）

①「あいち暮らしＷＥＢ」へのア
クセス件数　491,823件
②ＳＮＳ等のフォロワー数　776
件（X（旧Twitter）248件、
YouTube164件、Instagram364
件）

①「あいち暮らしＷＥＢ」へのア
クセス件数　430,000件
②ＳＮＳ等のフォロワー数
1,500件

①「あいち暮らしＷＥＢ」へのアクセス件数　327,276
件
②ＳＮＳ等のフォロワー数　986件（X（旧Twitter）
310件、YouTube169件、Instagram507件）

県民生活課

75
「ＦＡＱサポートサイト」の開設（再
掲）

未実施
2022年度のサポートサイト開設
に向け、掲載する最新相談事例を
集約

最新相談事例を掲載（消費生活相
談100事例）

相談事例を掲載（消費生活相談
100事例）

掲載する相談事例の更新（消費生
活相談100事例）

相談事例を掲載（消費生活相談100事例） 県民生活課

76
県内の消費生活相談情報の一元的集
約・分析及び情報提供（再掲）

市町村に寄せられた相談情報も含
め、県が一元的に集約・分析し、
消費者トラブル情報（あいちクリ
オ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も含
め、県が一元的に集約・分析し、
消費者トラブル情報（あいちクリ
オ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も含
め、県が一元的に集約・分析し、
消費者トラブル情報（あいちクリ
オ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も含
め、県が一元的に集約・分析し、
消費者トラブル情報（あいちクリ
オ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も含
め、県が一元的に集約・分析し、
消費者トラブル情報（あいちクリ
オ通信）として情報提供

市町村に寄せられた相談情報も含め、県が一元的に集
約・分析し、消費者トラブル情報（あいちクリオ通信）
として情報提供

県民生活課

77
若者向け・高齢者向け消費者被害防止
啓発事業の実施

若者向け・高齢者向け出前講座を
実施
「あいち暮らしWEB」等で情報提
供
（消費者教育オンライン講座の開
講：全７本）

若者向け・高齢者向け出前講座を
実施
「あいち暮らしWEB」等で情報提
供

若者向け・高齢者向け出前講座を
実施
「あいち暮らしWEB」等で情報提
供

若者向け・高齢者向け出前講座を
実施（61回）
「あいち暮らしWEB」等で情報提
供（２回）

若者向け・高齢者向け出前講座の
実施
「あいち暮らしWEB」等による情
報提供

若者向け・高齢者向け出前講座を実施（50回）
「あいち暮らしWEB」等で情報提供（２回）

県民生活課

78
障害者向け消費者教育教材・手法の開
発（再掲）

12月の消費者教育専門分野チー
ムで調査・研究を実施

一宮聾学校を「消費者教育研究
校」に指定し、効果的な消費者教
育教材・指導方法の調査・研究を
実施

県立春日台特別支援学校を「消費
者教育研究校」に指定し、効果的
な消費者教育教材・指導方法の調
査・研究を実施

県立岡崎特別支援学校を「消費者
教育研究校」に指定し、効果的な
消費者教育教材・指導方法の調
査・研究を実施

障害者向け消費者教育教材・指導
方法の調査・研究

県立名古屋聾学校を「消費者教育研究校」に指定し、効
果的な消費者教育教材・指導方法の調査・研究を実施

県民生活課

79 食の安全に関する知識の普及 講習会等の実施　３回 講習会等の実施　6回 講習会等の実施　5回 講習会等の実施　27回 講習会等の実施　40回 講習会等の実施　20回 生活衛生課

80 医薬品の適正使用に関する周知・啓発

保健所及び医薬安全課で講習会を
行い、計255名が受講した。ま
た、薬剤師会が行う薬事教育普及
事業に対し補助を行った。

薬剤師会が行う薬事教育普及事業
に対し補助を行った。

薬剤師会が行う薬事教育普及事業
に対し補助を行った。

保健所で１回、医薬安全課で４回
講習会を実施するとともに、薬剤
師会が行う講演会等の薬事教育普
及事業に対し補助を行った。

保健所及び医薬安全課で講習会等
を行う他、薬剤師会が行う講演会
等の薬事教育普及事業に対し補助
を行う。

保健所で１回、医薬安全課で３回講習会を実施するとと
もに、薬剤師会が行う講演会等の薬事教育普及事業に対
し補助を行った。

医薬安全課

81
「介護サービス情報の公表」制度の普
及・啓発

公表率77.1% 公表率100％ 公表率100% 公表率97％ 公表率99％ 公表率59％ 高齢福祉課

④
多様な主体との連携

⑤
消費者被害防止のた
めの啓発と情報発信
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あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

目標２　主体性のある消費者の育成　７５施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

番
号

取組 担当課室具体的施策
（参考）過去の実績・事業内容

（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容

82 宅地・建物の取引に関する知識の普及

宅地・建物の取引に関する知識の
啓発のため、消費者向け不動産売
買の手引及び住宅賃貸借（借家）
契約の手引を、市町村消費者行政
担当課のほか、県民相談・情報セ
ンター等において各々1,400部ず
つ配布した。

宅地・建物の取引に関する知識の
啓発のため、消費者向け不動産売
買の手引及び住宅賃貸借（借家）
契約の手引を、市町村消費者行政
担当課のほか、県民相談・情報セ
ンター等において各々1,400部ず
つ配布した。

宅地・建物の取引に関する知識の
啓発のため、消費者向け不動産売
買の手引及び住宅賃貸借（借家）
契約の手引を、市町村消費者行政
担当課のほか、県民相談・情報セ
ンター等において各々1,350部ず
つ配布した。

宅地・建物の取引に関する知識の
啓発のため、消費者向け不動産売
買の手引及び住宅賃貸借（借家）
契約の手引を、市町村消費者行政
担当課のほか、県民相談・情報セ
ンター等において各々1,350部ず
つ配布した。

宅地・建物の取引に関する知識の
啓発のため、消費者向け不動産売
買の手引及び住宅賃貸借（借家）
契約の手引を、市町村消費者行政
担当課のほか、県民相談・情報セ
ンター等において各々1,400部ず
つ配布

宅地・建物の取引に関する知識の啓発のため、消費者向
け不動産売買の手引及び住宅賃貸借（借家）契約の手引
を、市町村消費者行政担当課のほか、県民相談・情報セ
ンター等において各々１１００部ずつ配布した。

都市総務課

83 消費者・事業者懇談会の開催

「インターネット通販・フリマ
サービス」をテーマに、消費者・
事業者懇談会を１回開催（11月
19日）

「携帯電話サービス」をテーマ
に、消費者・事業者懇談会を１回
開催（11月22日）

「食の安全安心について～食品表
示制度～」をテーマに、消費者・
事業者懇談会を１回開催（１月
31日）

「インターネットに関する消費者
トラブルについて～フィッシング
被害防止に向けて～」をテーマ
に、消費者・事業者懇談会を１回
開催（11月15日）

消費者・事業者懇談会
年１回開催

「農産物の合理的な価格形成に向けて」をテーマに、消
費者・事業者懇談会を１回開催（11月11日）

県民生活課

84 消費生活モニターの活用

「インターネット通販・フリマ
サービス」等をテーマに、消費生
活モニターへのアンケートを１回
実施（実施期間：８月28日～９
月11日（郵送）、11月18日結果
公表）

「携帯電話サービス」をテーマ
に、消費生活モニターへのアン
ケートを１回実施(実施期間7月
21日～8月9日(郵送）、11月15日
結果公表）

「身近な商品・サービスの価格」
をテーマに、消費生活モニターへ
のアンケートを１回実施(実施期
間８月８日～８月29日(郵送）、
10月17日結果公表）

「なりすましメールやSMSによる
フィッシング」をテーマに、消費
生活モニターへのアンケートを１
回実施(実施期間７月13日～８月
21日(郵送）、11月８日結果公
表）

消費生活モニターへのアンケート
を
年１回実施

「農産物価格の適正化について」をテーマに、消費生活
モニターへのアンケートを１回実施(実施期間７月17日
～８月19日(郵送）、11月１日結果公表）

県民生活課

85
消費生活審議会による消費者意見の反
映

消費生活審議会を１回開催
（10月30日）

消費生活審議会を１回開催
（７月19日）

消費生活審議会を１回開催
（７月25日）

消費生活審議会を１回開催
（７月27日）

消費生活審議会
年２回開催

消費生活審議会を２回開催
（６月３日、10月28日）

県民生活課

86 消費者意見の消費者施策への反映
消費生活相談の内容を掲載した
「あいちクリオ通信」を毎月発行

消費生活相談の内容を掲載した
「あいちクリオ通信」を毎月発行

消費生活相談の内容を掲載した
「あいちクリオ通信」を毎月発行

消費生活相談の内容を掲載した
「あいちクリオ通信」を毎月配信

消費生活相談情報の施策への活
用・反映

消費生活相談の内容を掲載した「あいちクリオ通信」を
毎月配信

県民生活課

87 事業者団体との意見交換会の実施
事業者団体が主催する会議へ2回
参加し、情報交換を実施

事業者団体が主催する会議へ2回
参加し、情報交換を実施

事業者団体が主催する会議に３回
参加し、情報交換を実施

事業者団体が主催する会議に３回
参加し、情報交換を実施

事業者団体が主催する会議へ参加
し、情報交換を実施

事業者団体が主催する会議に３回参加し、情報交換を実
施

県民生活課

88
消費者行政関係局等における施策等へ
の反映

①消費生活モニター情報を関係機
関に速やかに情報提供（65件）
②「インターネット通販・フリマ
サービス」をテーマに、消費者・
事業者懇談会を１回開催（11月
19日）

①消費生活モニター情報を関係機
関に速やかに情報提供(53件)
②「携帯電話サービス」をテーマ
に、消費者・事業者懇談会を１回
開催（11月22日）

①消費生活モニター情報を関係機
関に速やかに情報提供(75件)
②「食の安全安心について～食品
表示制度～」をテーマに、消費
者・事業者懇談会を１回開催（１
月31日）

①消費生活モニター情報を関係機
関に速やかに情報提供(82件)
②「インターネットに関する消費
者トラブルについて～フィッシン
グ被害防止に向けて～」をテーマ
に、消費者・事業者懇談会を１回
開催（11月15日）

①消費生活モニター情報を関係機
関に速やかに情報提供
②消費者・事業者懇談会を１回開
催

①消費生活モニター情報を関係機関に速やかに情報提供
(93件)
②「農産物の合理的な価格形成に向けて」をテーマに、
消費者・事業者懇談会を１回開催（11月11日）

県民生活課

89 「エシカルあいち宣言」の実施
実施に向けて検討し、2021年度
実施予定とした

「エシカル×あいちフェスタ」内
で「エシカルあいち宣言」を実施
（11月7日）

消費生活情報「あいち暮らしっ
く」によるエシカル消費普及啓発

消費生活情報「あいち暮らしっ
く」によるエシカル消費普及啓発

「あいち暮らしWEB」等における
「エシカル消費」の理念の普及啓
発

消費生活情報「あいち暮らしっく」によるエシカル消費
の普及啓発

県民生活課

90
エシカル消費普及促進イベント等の開
催

イベントの開催に向けて準備を始
め、2021年度実施予定とした

「エシカル×あいちフェスタ」を
開催（11月7日）

「エシカル×あいちマルシェ」の
開催（11月12日）

「エシカル×あいちフェア」の開
催（10月～11月）

エシカル消費普及促進イベントの
開催

「あいちエシカルパーク」の開催（10月６日、11月４
日）

県民生活課

91 エシカル消費ポータルサイトの開設
エシカル消費ポータルサイトを3
月26日に開設

ポータルサイトへのアクセス件数
137,494件（3月31日時点）

エシカル消費ポータルサイトによ
る情報提供(ポータルサイトへの
アクセス件数156,769件)

エシカル消費ポータルサイトによ
る情報提供
(ポータルサイトへのアクセス件
数　205,345件

エシカル消費ポータルサイトによ
る情報提供
ポータルサイトへのアクセス件数
5,000件

エシカル消費ポータルサイトによる情報提供
(ポータルサイトへのアクセス件数　81,535件

県民生活課

92
「あいち消費者市民講座」等による普
及啓発活動の推進

「あいち消費者市民講座」を18
回実施

「あいち消費者市民講座」を35
回実施

「あいち消費者市民講座」を59
回実施

「あいち消費者市民講座」を23
回実施

「あいち消費者市民講座」等によ
る普及啓発

「あいち消費者市民講座」を14回実施 県民生活課

93
大学等と連携した地域における普及啓
発

出前講座の実施について働きかけ
を実施

大学生によるエシカル消費普及啓
発のためのイメージ動画の作成

大学のエシカル消費普及啓発イベ
ントへの出店

大学生等が県のエシカル消費普及
啓発イベントへ出店

大学等と連携し、エシカル消費の
認知度向上及び実践を推進

大学生等が県のエシカル消費普及啓発イベントへ出展 県民生活課

94 学校等と連携した保護者への普及啓発 未実施
PTA連合会（小中学校及び高等学
校）が発行する新聞への記事掲載
（3回）

消費生活相談員をPTAに３回派
遣、PTA連合会（小中学校及び高
等学校）が発行する新聞への記事
掲載（３回）

小中学校PTA連絡協議会が発行す
る新聞への記事掲載（２回）

PTAと連携した情報提供の実施
PTA連合会（小中学校及び高等学校）が発行する新聞へ
の記事掲載（３回）

県民生活課

95 グリーン購入の推進

・東海三県一市グリーン購入キャ
ンペーンの開催
・協力店舗のイベントスペース等
を利用したグリーン購入啓発のた
めのキャンペーンイベントは、新
型コロナウイルス感染拡大防止の
ため中止

・新型コロナウイルス感染症の影
響により、キャンペーン自体を中
止

・東海三県一市グリーン購入キャ
ンペーンの開催
・協力店舗のイベントスペース等
を利用して、グリーン購入啓発の
ためのキャンペーンイベントを開
催

・東海三県一市グリーン購入キャ
ンペーンの開催
・協力店舗のイベントスペース等
を利用して、グリーン購入啓発の
ためのキャンペーンイベントを開
催

・東海三県一市グリーン購入キャ
ンペーンの開催
・協力店舗のイベントスペース等
を利用して、グリーン購入啓発の
ためのキャンペーンイベントを開
催

・東海三県一市グリーン購入キャンペーンの開催
・協力店舗のイベントスペース等を利用して、グリーン
購入啓発のためのキャンペーンイベントを開催

環境活動推進課

96 地産地消の推進

「いいともあいち運動」の展開
や、学校給食等における県産農林
水産物の活用、ウェブサイトによ
る情報発信などを実施

「いいともあいち運動」の展開
や、学校給食等における県産農林
水産物の活用、ウェブサイトによ
る情報発信などを実施

「いいともあいち運動」の展開
や、学校給食等における県産農林
水産物の活用、ウェブサイトによ
る情報発信などを実施

「いいともあいち運動」の展開
や、学校給食等における県産農林
水産物の活用、ウェブサイトによ
る情報発信などを実施

「いいともあいち運動」の展開
や、学校給食等における県産農林
水産物の活用、ウェブサイトによ
る情報発信などを実施

「いいともあいち運動」の展開や、学校給食等における
県産農林水産物の活用、ウェブサイトによる情報発信な
どを実施

食育消費流通課

(1)
エシカル消
費の普及促
進

⑦
公正かつ持
続可能な社
会の実現に
向けた支援

⑥
消費生活における情
報の収集と消費者意
見の反映

⑤
消費者被害防止のた
めの啓発と情報発信

8ページ



あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

目標２　主体性のある消費者の育成　７５施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

番
号
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（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容

97

(1)
エシカル消
費の普及促
進

フェアトレード商品購入の推進

開発途上国の貧困や人権、環境問
題などについて考える講座等とし
て、（公財）愛知県国際交流協会
が行う、フェアトレードを紹介す
る講座に協力することで、県民の
フェアトレード商品の購入促進を
図る予定であったが、新型コロナ
ウィルス感染症の影響で中止し
た。

開発途上国の貧困や人権、環境問
題などについて考える講座等とし
て、（公財）愛知県国際交流協会
が行う、フェアトレードを紹介す
る講座に協力することで、県民の
フェアトレード商品の購入促進を
図る。
「フェアトレード講座2021　バ
ナナの紙ってなぁに？アフリカの
人と野生動物を守り、持続可能な
未来をつくる」
講師：エクベリ 聡子
開催日：2021年5月12日（オンラ
イン開催）
参加者：21名

開発途上国の貧困や人権、環境問
題などについて考える講座等とし
て、（公財）愛知県国際交流協会
が行う、フェアトレードを紹介す
る講座に協力することで、県民の
フェアトレード商品の購入促進を
図る。
「エシカル講座2022」
講師：一般社団法人エシカル協会
事務局次長　堀田三佳氏
開催日：2022年6月2日（木）
（オンライン開催）
参加者：28人

開発途上国の貧困や人権、環境問
題などについて考える講座等とし
て、（公財）愛知県国際交流協会
が行う、フェアトレードを紹介す
る講座に協力することで、県民の
フェアトレード商品の購入促進を
図る。

「フェアトレード講座2023 「カ
スカラティー」ってなに？～国内
初のフェアトレード大学が作るカ
スカラティー～」
講師：静岡文化芸術大学　准教授
武田淳氏
　　　　静岡文化芸術大学　フェ
アトレード学生団体　りとるあー
す
開催日：2023年７月８日（土）
開催場所：名古屋外国語大学　名
駅キャンパス
参加者：19人

ワールド・コラボ・フェスタ
2024の開催（予定）

ワールド・コラボ・フェスタ2024を開催した。

・開催日：2024年10月26日（土）、27日（日）
・開催場所：オアシス21 銀河の広場
・主催：ワールド・コラボ・フェスタ実行委員会（公益
財団法人愛知県国際交流協会、独立行政法人国際協力機
構中部センター、なごや国際交流団体協議会）
・概要：中部地域の国際交流・国際協力・多文化共生・
SDGsへの取り組みや活　動を広げ、市民、NGO・NPO、
企業、行政が協力して " 学び、考え、行動する場 "を
つくりあげることを目的に、国際交流・協力団体等の参
加団体による活動紹介、物品販売、ワークショップ、ク
イズラリー等を実施。
・来場者数：約61,000名

社会活動推進課
多文化共生推進室

98
障害者の支援につながる製品購入の普
及

・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達目標額を定
めた方針を作成した。
・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達額を取りま
とめて公表した。

・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達目標額を定
めた方針を作成した。
・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達額を取りま
とめて公表した。

・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達目標額を定
めた方針を作成した。
・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達額を取りま
とめて公表した。

・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達目標額を定
めた方針を作成した。
・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達額を取りま
とめて公表した。

・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達目標額を定
めた方針を作成する。
・県が行う障害者就労施設等から
の物品及び役務の調達額を取りま
とめて公表する。

・県が行う障害者就労施設等からの物品及び役務の調達
目標額を定めた方針を作成した。
・県が行う障害者就労施設等からの物品及び役務の調達
額を取りまとめて公表した。

障害福祉課

99 ＳＤＧｓの推進

・2020年11月に「中学生のため
のＳＤＧｓスタートブック」
75,000部を作成し、中学校等へ
配布した。
・2021年３月に県内のＳＤＧｓ
達成への取組等を掲載するＷeb
ページを公開した。

・2022年１月に大学生と連携し
た企業取組事例集を作成し、県内
経済団体等に配布した。
・企業向けのセミナーを申込の
あった26社に対して実施した。
・2021年７月及び10月に教員向
けワークショップを計２回実施し
た。（参加人数：７月豊橋会場
29名、11月名古屋会場31名）

・2023年２月にＳＤＧｓの取組
紹介パンフレット「私にもできる
ＳＤＧｓ」を、20,000部作成
し、教育機関等に配布した。
・2022年10月と2023年２月にＳ
ＤＧｓ登録企業等交流会を計２回
開催した。（参加人数：第１回：
36名、第２回：31名）

・ＳＤＧｓの取組紹介動画「モリ
ゾー・キッコロとひいろのＳＤＧ
ｓに取り組もう！」を作成し、
2023年10月と12月に公表した。
（３分30秒程度×5本）
・2023年７月と2023年10月にＳ
ＤＧｓ登録企業等交流会を計２回
開催した。（参加人数：第１回：
60名、第２回：59名）

・あいちＳＤＧｓパートナーズ交
流会の開催
・高校生とあいちＳＤＧｓパート
ナーズの登録者の交流促進
・若い世代によるＳＤＧｓの取組
促進モデル事業

・2024年７月と10月、11月に交流会を計３回開催し
た。（参加人数：第１回：39名、第２回：28名、第３
回：38名）
・高校生と愛知県SDGs登録制度登録者の交流会を開催
するとともに、交流会終了後、高校生が交流会に参加し
た登録者のSDGsの取組の取材を実施した。（参加者
数：10社（登録者）、12名（高校生））
・県内大学生等のグループからSDGs達成に向けて実施
したい取組を募集し、モデル事業として選定したアイデ
アの実現に向けた支援を実施した。（モデル事業数：５
件）

企画課

100 ユネスコスクールの取組の推進
2020年10月17日（土）
ユネスコスクール交流会を実施

2021年10月16日（土）
ユネスコスクール交流会を実施

10月6日（木）から10月8日
（土）まで「ＳＤＧｓ  ＡＩＣ
ＨＩ  ＥＸＰＯ  ２０２２」内
で開催

10月５日（木）から10月７日
（土）まで「ＳＤＧｓ  ＡＩＣ
ＨＩ  ＥＸＰＯ  2023」内でユ
ネスコスクール交流会を開催

10月10日（木）から10月12日
（土）まで「ＳＤＧｓ  ＡＩＣ
ＨＩ  ＥＸＰＯ  2024」内でユ
ネスコスクール交流会を開催

10月10日（木）から10月12日（土）まで「ＳＤＧｓ
ＡＩＣＨＩ  ＥＸＰＯ  2024」内でユネスコスクール
交流会を開催。ブースにてワークショップ、ポスターの
成果物展示、ポスターセッション、ステージにて活動発
表およびディスカッションを実施

あいちの学
び推進課

101 環境学習・環境教育の推進

・環境学習副読本の配布（対象：
名古屋市を除く愛知県内の小学校
４年生　配布部数：56,500部）
・環境学習コーディネート事業の
実施（相談件数：６件　コーディ
ネート件数：５件）
・体験型環境学習プログラムの実
施（実施回数：  89回　受講者
数：2,221名）

・環境学習副読本の配布（対象：
名古屋市を除く愛知県内の小学校
４年生　配布部数：53,700部）
・環境学習コーディネート事業の
実施（相談件数：11件　コー
ディネート件数：7件）
・体験型環境学習プログラム等の
実施（参加者数：6,941名）

・環境学習副読本の配布
（52,500部）
・環境学習コーディネート事業の
実施（相談件数：6件　コーディ
ネート件数：10件）
・体験型環境学習プログラム等の
実施（参加者数：7,174名）

・環境学習副読本の配布
（52,500部）
・環境学習コーディネート事業の
実施（相談件数：８件　コーディ
ネート件数：７件）
・体験型環境学習プログラム等の
実施（参加者数：9,827名）

・環境学習副読本の配布
・環境学習コーディネート事業の
実施
・体験型環境学習プログラム等の
実施

・環境学習副読本の配布（52,000部）
・環境学習コーディネート事業の実施（相談件数：6件
コーディネート件数：10件）
・体験型環境学習プログラム等の実施（参加者数：
4,808名）

環境活動推進課

(2)
消費生活に
関連したそ
の他の取組
との連携推
進

⑦
公正かつ持
続可能な社
会の実現に
向けた支援

9ページ



あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

目標２　主体性のある消費者の育成　７５施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

番
号

取組 担当課室具体的施策
（参考）過去の実績・事業内容

（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容

102
エコアクション（環境配慮行動）の推
進

・エコアクション推進フェア
(Let'sエコアクションinAICHI)
の開催
＊内容：エコクイズ大会やエコマ
ジックショー等のステージイベン
トや企業や団体等によるブース出
展を行った。
＊開催時期：2020年11月28日
(土)
＊会場：一宮市i-ビル３階シ
ビックテラス
＊参加者数：586名

・AELネット環境学習スタンプラ
リーの開催
＊内容：AELネット施設等への来
館や、施設等が実施する講座やイ
ベントに参加するとスタンプを集
めることができ、集めた数に応じ
て抽選で記念品をプレゼントす
る。
＊開催期間：2020年９月１日
(火)～2021年２月28日(日)
＊参加施設：AELネットの加盟施
設等の内の168施設等
＊参加者数：22,218人

・エコアクション推進フェア
(Let'sエコアクションinAICHI)
の開催
　新型コロナウイルス感染拡大防
止のため中止

・AELネット環境学習スタンプラ
リーの開催
＊内容：AELネット施設等への来
館や、施設等が実施する講座やイ
ベントに参加するとスタンプを集
めることができ、集めた数に応じ
て抽選で記念品をプレゼントす
る。
＊開催期間：2021年６月22日
(火)～2022年２月23日(祝・水)
＊参加施設：AELネットの加盟施
設等の内の175施設等
＊参加者数：26,815人

・エコアクション推進フェア
(Let'sエコアクションinAICHI)
の開催
　Ｌｅｔ’ｓエコアクションin
AICHI：11月６日(日)東海市　約
700人参加

・AELネット環境学習スタンプラ
リーの開催
＊内容：AELネット施設等への来
館や、施設等が実施する講座やイ
ベントに参加するとスタンプを集
めることができ、集めた数に応じ
て抽選で記念品をプレゼントす
る。
＊開催期間：2022年６月21日
(火)～2023年２月23日(祝・木)
＊参加施設：AELネットの加盟施
設等の内の171施設等
＊参加者数：29,930人

・エコアクション推進フェア
（Let's エコアクション in
AICHI）の開催
　Ｌｅｔ’ｓ エコアクション
in AICHI：11月４日（土）豊橋
市　約10,000人参加

・AELネット環境学習スタンプラ
リーの開催
＊内容：AELネット施設等への来
館や、施設等が実施する講座やイ
ベントに参加するとスタンプを集
めることができ、集めた数に応じ
て抽選で記念品をプレゼントす
る。
＊開催期間：2023年６月21日
（水）～2024年２月23日（金・
祝）
＊参加施設：AELネットの加盟施
設等の内の186施設等
＊参加者数：38,254人

・エコアクション推進フェアの開
催
・AELネット環境学習スタンプラ
リーの開催

・エコアクション推進フェア（Let's エコアクション
in AICHI）の開催
　Ｌｅｔ’ｓ エコアクション in AICHI：11月2日
（土）名古屋市　約3,200人（延べ）参加
・AELネット環境学習スタンプラリーの開催
＊内容：AELネット施設等への来館や、施設等が実施す
る講座やイベントに参加するとスタンプを集めることが
でき、集めた数に応じて抽選で記念品をプレゼントす
る。
＊開催期間：2024年6月21日（金）～2025年2月23日
（日）
＊参加施設：AELネットの加盟施設等の内の168施設等
＊参加者数：39,615人

環境活動推進課

103 生活排水対策の推進

・パンフレットやリーフレットを
作成・配布し、生活排水対策の重
要性を啓発。
・水質パトロール隊事業を実施。
募集の周知を積極的に行った。
参加グループ：43グループ

・パンフレットやリーフレットを
作成・配布し、生活排水対策の重
要性を啓発。
・水質パトロール隊事業を実施。
募集の周知を積極的に行った。
参加グループ：33グループ

・パンフレットやリーフレットを
作成・配布し、生活排水対策の重
要性を啓発。
・水質パトロール隊事業を実施。
募集の周知を積極的に行った。
参加グループ：53グループ

・パンフレットやリーフレットを
作成・配布し、生活排水対策の重
要性を啓発
・水質パトロール隊事業を実施
募集の周知を積極的に行った
参加グループ：21グループ

・パンフレットやリーフレットを
作成・配布し、生活排水対策の重
要性を啓発
・水質パトロール隊事業のこれま
での活動を県ウェブページに掲載

・パンフレットやリーフレットを作成・配布し、生活排
水対策の重要性を啓発
・水質パトロール隊事業のこれまでの活動を県ウェブ
ページに掲載

水大気環境課
生活環境地盤対策室

104 地球温暖化防止活動の推進

・家電製品の省エネルギー性能等
の情報を来店者にわかりやすく説
明することができる店舗を「あい
ち省エネ家電サポーター店」とし
て925店舗を登録した（2021年３
月現在）。
また、市町村等のイベントに「あ
いちCOOL CHOICEブース」を出展
した（年４回）
・市町村等のイベントにおいて
EV・PHV・FCVの啓発チラシを配
布

・家電製品の省エネルギー性能等
の情報を来店者にわかりやすく説
明することができる店舗を「あい
ち省エネ家電サポーター店」とし
て857店舗を登録した（2022年3
月現在）
また、市町村等のイベントや商業
施設に「あいち COOL CHOICE
ブース」を出展した（10回）

・市町村等のイベントにおいて
EV・PHV・FCVの啓発チラシを配
布
・県や市町村等のイベントで、公
用車として導入したMIRAIを展示
した（13回）

・家電製品の省エネルギー性能等
の情報を来店者にわかりやすく説
明することができる店舗を「あい
ち省エネ家電サポーター店」とし
て858店舗を登録し、省エネ家電
の普及啓発を行った（2023年3月
現在）
また、市町村等のイベントや商業
施設に「あいち COOL CHOICE
ブース」を出展した（24回）

・市町村等のイベントにおいて
EV・PHV・FCVの啓発チラシを配
布
・県や市町村等のイベントで、公
用車として導入したMIRAI・bZ4X
を展示した（18 回）

・家電製品の省エネルギー性能等
の情報を来店者にわかりやすく説
明することができる店舗を「あい
ち省エネ家電サポーター店」とし
て858店舗を登録した（2024年３
月現在）
また、市町村等のイベントや商業
施設に「あいち COOL CHOICE
ブース」を出展した（35回）

・市町村等のイベントにおいて
EV・PHV・FCVの啓発チラシを配
布
・県や市町村等のイベントで、公
用車として導入したMIRAI・ｂ
Z4Xを展示した（16回）

・「あいちCOOL CHOICE」県民運
動の推進

・ゼロエミッション自動車の普及
加速

・家電製品の省エネルギー性能等の情報を来店者にわか
りやすく説明することができる店舗を「あいち省エネ家
電サポーター店」として732店舗を登録した（2025年４
月現在）
また、市町村等のイベントや商業施設に「あいち COOL
CHOICEブース」を出展した（28回）
・市町村等のイベントにおいてEV・PHV・FCVの啓発チ
ラシを配布
・県や市町村等のイベントで、公用車として導入した
MIRAI・ｂZ4Xを展示した（13回）

地球温暖化対策課

105 食品ロス削減対策の推進

〈県民生活課〉
消費生活情報「あいち暮らしっ
く」による情報発信を行った。
〈資源循環推進課〉
愛知県食品ロス削減サイトによる
情報発信を行った。
〈食育消費流通課〉
・「食育ネットあいち」による情
報発信　随時
・無駄や廃棄の少ない調理講習会
(２回)
　　開催日：1/25、1/28

〈県民生活課〉
消費生活情報「あいち暮らしっ
く」による情報発信を行った
（No.148,No.150）
〈資源循環推進課〉
「愛知県食品ロス削減サイト」に
よる情報発信を行った。
〈食育消費流通課〉
「食育ネットあいち」による情報
発信　随時

〈県民生活課〉
消費生活情報「あいち暮らしっ
く」による情報発信を行った。
（No.153,No.156）
〈資源循環推進課〉
「愛知県食品ロス削減サイト」に
よる情報発信を行った。
〈食育消費流通課〉
「食育ネットあいち」による情報
発信　随時〈食育消費流通課〉
「食育ネットあいち」による情報
発信　随時

（県民生活課）
消費生活情報「あいち暮らしっ
く」による情報発信を行った。
（No.160、No.162）
〈資源循環推進課〉
「愛知県食品ロス削減サイト」に
よる情報発信を行った。
〈食育消費流通課〉
「食育ネットあいち」による情報
発信　随時

〈県民生活課〉
消費生活情報「あいち暮らしっ
く」による情報発信　随時
〈資源循環推進課〉
「愛知県食品ロス削減サイト」に
よる情報発信　随時
〈食育消費流通課〉
「食育ネットあいち」による情報
発信　随時

〈県民生活課〉
消費生活情報「あいち暮らしっく」による情報発信
（No166）
〈資源循環推進課〉
「愛知県食品ロス削減サイト」による情報発信　随時
〈食育消費流通課〉
「食育ネットあいち」による情報発信　随時

県民生活課
資源循環推進課
食育消費流通課

106 海洋プラスチックごみ対策の推進

・環境学習プログラムの利活用研
修等は、新型コロナウイルス感染
拡大防止のため中止
・海岸漂着ごみ組成調査の実施
　伊勢湾、三河湾及び遠州灘の海
岸においてそれぞれ１地点で調査
を実施した。

環境学習プログラム等を活用した
啓発等、海洋プラスチックごみ対
策を推進。
・環境学習プログラムの利活用研
修の実施
・海岸漂着ごみ組成調査の実施
　伊勢湾、三河湾及び遠州灘の海
岸においてそれぞれ１地点で調査
を実施した。

環境学習プログラム等を活用した
啓発等、海洋プラスチックごみ対
策を推進。
・県内の学校において、環境学習
プログラムモデル事業を実施し
た。
・海岸漂着ごみ組成調査の実施
　伊勢湾、三河湾及び遠州灘の海
岸においてそれぞれ１地点で調査
を実施した。

環境学習プログラム等を活用した
啓発等、海洋プラスチックごみ対
策を推進。
・県環境イベント等において、環
境学習プログラムのブース出展を
実施した。
・海岸漂着ごみ組成調査の実施
　伊勢湾、三河湾及び遠州灘の海
岸においてそれぞれ１地点で調査
を実施した。

環境学習プログラム等を活用した
啓発等、海洋プラスチックごみ対
策を推進

環境学習プログラム等を活用した啓発等、海洋プラス
チックごみ対策を推進。
・県内の学校においてモデル授業を実施した
・海洋ごみバスツアーを開催した
・海岸漂着ごみ組成調査の実施
　伊勢湾、三河湾及び遠州灘の海岸においてそれぞれ１
地点で調査を実施した。

資源循環推進課

⑦
公正かつ持
続可能な社
会の実現に
向けた支援

(2)
消費生活に
関連したそ
の他の取組
との連携推
進
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目標２　主体性のある消費者の育成　７５施策
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号
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（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容

107 不法投棄対策・ごみ減量化対策の推進

・ごみ散乱防止強調週間啓発・清
掃活動の実施（一部、規模縮小）
　「空き缶等ごみの散乱の防止に
関する条例」に定められている
「ごみ散乱防止強調週間」（５月
30日から６月５日まで）におい
て啓発活動を実施した。

・ごみゼロ社会推進あいち県民会
議の運営
　レジ袋削減取組店制度の実施、
ごみゼロ社会推進あいち県民大
会、課題別部会（不法投棄対策部
会・ごみ減量化対策部会・ごみ再
資源化対策部会（３部会合同））
を開催した。

・目標値の達成状況
　2020　未集計（例年、翌年度
末に集計）　(一人一日当たりの
家庭ごみ排出量　（目標値は
500g（2021）)
（参考：2019実績　520g　2018
実績　517g）

・ごみ散乱防止強調週間啓発・清
掃活動の実施（一部、規模縮小）
　「空き缶等ごみの散乱の防止に
関する条例」に定められている
「ごみ散乱防止強調週間」（５月
30日から６月５日まで）におい
て啓発活動を実施した。

・ごみゼロ社会推進あいち県民会
議の運営
　レジ袋削減取組店制度の実施、
ごみゼロ社会推進あいち県民大
会、課題別部会（不法投棄対策部
会・ごみ減量化対策部会・ごみ再
資源化対策部会（３部会合同））
を開催した。

・目標値の達成状況
　2021　未集計（例年、翌年度
末に集計）　(一人一日当たりの
家庭ごみ排出量　（目標値は
500g（2021）)
（参考：2020実績　531g　2019
実績　520g）

・ごみ散乱防止強調週間啓発・清
掃活動の実施（一部、規模縮小）
　「空き缶等ごみの散乱の防止に
関する条例」に定められている
「ごみ散乱防止強調週間」（５月
30日から６月５日まで）におい
て啓発活動を実施した。

・ごみゼロ社会推進あいち県民会
議の運営
　レジ袋削減取組店制度の実施、
ごみゼロ社会推進あいち県民大
会、課題別部会（不法投棄対策部
会・ごみ減量化対策部会・ごみ再
資源化対策部会（３部会合同））
を開催した。

・目標値の達成状況
　2022　未集計（例年、翌年度
末に集計）　(一人一日当たりの
家庭ごみ排出量　（目標値は
480g（2026）)
（参考：2021実績　514g　2020
実績　531g）

・ごみ散乱防止強調週間啓発・清
掃活動の実施
　「空き缶等ごみの散乱の防止に
関する条例」に定められている
「ごみ散乱防止強調週間」（５月
30日から６月５日まで）におい
て啓発活動を実施した。

・ごみゼロ社会推進あいち県民会
議の運営
　レジ袋削減取組店制度の実施、
ごみゼロ社会推進あいち県民会議
研修会、ごみゼロ社会推進あいち
県民大会を開催した。

・目標値の達成状況
　2023年度　未集計（例年、翌
年度末に集計）　(一人一日当た
りの家庭ごみ排出量　（目標値は
480g（2026）)
（参考：2022年度実績　501g
2021年度実績　514g）

・ごみ散乱防止強調週間の実施
・ごみゼロ社会推進あいち県民会
議の運営

・ごみ散乱防止強調週間啓発・清掃活動の実施
　「空き缶等ごみの散乱の防止に関する条例」に定めら
れている「ごみ散乱防止強調週間」（５月30日から６
月５日まで）において啓発活動を実施した。

・ごみゼロ社会推進あいち県民会議の運営
　レジ袋削減取組店制度の実施、ごみゼロ社会推進あい
ち県民会議研修会、ごみゼロ社会推進あいち県民大会を
開催した。

・目標値の達成状況
　2024年度　未集計（例年、翌年度末に集計）　(一人
一日当たりの家庭ごみ排出量　（目標値は480g
（2026）)
（参考：2023年度実績　475g　2022年度実績　501g）

資源循環推進課

108 食生活改善推進員指導者の育成
新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため開催を中止

新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、動画配信に開催方法を
変更して実施した。（受講者139
人）

研修会の開催　年４回開催
(受講者96人)

研修会の開催　年５回開催
(受講者94人)

研修会の開催　年４回開催
(受講者80人)

研修会の開催　年４回開催
(受講者６９人)

健康対策課

109 地域における食育の推進

・食育推進ボランティア募集
　　募集期間：5/28～6/30
　　登録者：973名
・食育推進ボランティア研修交流
会の開催
　　7地域(10月～12月)
・無駄や廃棄の少ない調理講習会
(2回)
　　開催日：1/25、1/28
  　参加者：48名
・食育推進ボランティアから食育
を学んだ人数：
1.3万人

・食育推進ボランティア募集
　募集期間：5/27～6/30
　登録者：1,046名
・食育推進ボランティア研修交流
会の開催
　開催場所：７地域（７月～11
月）
・干し野菜調理講習会（２回）
　開催日：2/2,2/4
　参加者：54名
・食育推進ボランティアから食育
を学んだ人数
2.7万人

・食育推進ボランティア募集
　募集期間：5/27～6/30
　登録者：990名
・食育推進ボランティア研修交流
会の開催
　開催場所：７地域（７月～12
月）
・第17回食育推進全国大会の開
催
　開催日：2022年６月18日、19
日
　来場者数：延べ23,515人
・イオン主催「いいともあいち
フェア」出展
　開催日：2022年10月29日、30
日
　ブース来場者：約1,000人
・食育推進ボランティアから食育
を学んだ人数
  5.7万人

・食育推進ボランティア募集
　募集期間：5/26～6/30
　登録者：993名
・食育推進ボランティア研修交流
会の開催
　７地域（９月～12月）
・農林水産フェアでの食育推進活
動
　開催日：2023年10月14日、15
日
　ブース来場者：約500人
・イオン主催「いいともあいち
フェア」での食育推進活動
　開催日：2023年10月28日、29
日
　ブース来場者：約500人
・食育消費流通課主催「食育推進
啓発イベント」での食育推進活動
　開催日：2023年12月９日
　ブース来場者：約120人
・食育推進ボランティアから食育
を学んだ人数
　4.5万人

・食育推進ボランティア募集
・食育推進ボランティア研修交流
会の開催
・既存イベントにおける食育推進
活動支援

・食育推進ボランティア募集
　募集期間：2024年5月28日～6月28日
　登録者：943名（2025年3月末）
・食育推進ボランティア研修交流会の開催
　７地域（９月～12月）
・既存イベントにおける食育推進活動支援
　あいちの農林水産フェア
　　開催日：2024年11月9日、10日
　　ブース来場者数：約800人
　いいともあいちフェア（イオンリテール㈱主催）
　　開催日：2024年11月16日、17日
　　ブース来場者数：約1,000人
・食育推進ボランティアから食育を学んだ人数
　6.8万人（目標：12万人/年）

食育消費流通課

110 学校における食育の推進

食育推進者養成講座等、小・中・
義務・高・特別支援学校の担当教
職員を対象とした食育関係研修を
実施（新型コロナウイルス感染症
の影響により研修中止）

食育推進者養成講座等、小・中・
義務・高・特別支援学校の担当教
職員を対象とした以下の食育関係
研修を３回実施【新任給食主任研
修会１回（小・中・義務教育学校
対象）、学校食育推進者養成講座
１回、愛知県学校給食研究大会１
回（高校は学校給食のある夜間定
時制高校対象）】

食育推進者養成講座等、小・中・
義務・高・特別支援学校の担当教
職員を対象とした以下の食育関係
研修を３回実施【新任給食主任研
修会１回（小・中・義務教育学校
対象）、学校食育推進者養成講座
１回、愛知県学校給食研究大会１
回（高校は学校給食のある夜間定
時制高校対象）】

食育推進者養成講座等、小・中・
義務・高・特別支援学校の担当教
職員を対象とした以下の食育関係
研修を３回実施【新任給食主任研
修会１回（小・中・義務教育学校
対象）、学校食育推進者養成講座
１回、愛知県学校給食研究大会１
回（高校は学校給食のある夜間定
時制高校対象）】

食育推進者養成講座等、小・中・
義務・高・特別支援学校の担当教
職員を対象とした食育関係研修を
実施

食育推進者養成講座等、小・中・義務・高・特別支援学
校の担当教職員を対象とした以下の食育関係研修を２回
実施【新任給食主任研修会１回（小・中・義務教育学校
対象）、愛知県学校給食研究大会１回（高校は学校給食
のある夜間定時制高校対象）】

保健体育課

⑦
公正かつ持
続可能な社
会の実現に
向けた支援

(2)
消費生活に
関連したそ
の他の取組
との連携推
進
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あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

目標２　主体性のある消費者の育成　７５施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

番
号

取組 担当課室具体的施策
（参考）過去の実績・事業内容

（参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容

111 国際理解教育の推進

国際交流や国際理解の関心を高める
ため、（公財）愛知県国際交流協会
において行われる、国際理解教育の
推進やフェアトレードの普及啓発事
業などに協力することで、県民が途
上国の貧困や環境、平和など地球の
課題や解決方法を知り、考え、国際
協力活動へのきっかけづくりとなる
取組を推進する予定だったが、新型
コロナウィルス感染症の影響でオン
ライン開催にするほか、一部講座を
中止した。
〇ワールド・コラボ・フェスタ2020
　開催日：2020年12月12日(土)～
2021年１月11日(月・祝)
　開催方法：オンライン開催
〇フェアトレード講座
　新型コロナウィルス感染症の影響
で中止
〇自分の未来を描くユース会議
　新型コロナウィルス感染症の影響
で中止
〇多文化共生理解講座
　開催日：2020年12月19日（土）
　開催方法：オンライン開催
　参加者数：25名

国際交流や国際理解の関心を高める
ため、（公財）愛知県国際交流協会
において行われる、国際理解教育の
推進やフェアトレードの普及啓発事
業などに協力することで、県民が途
上国の貧困や環境、平和など地球の
課題や解決方法を知り、考え、国際
協力活動へのきっかけづくりとなる
取組を推進した。
〇ワールド・コラボ・フェスタ2021
　開催日：2021年11月27日～2022年
1月10日
　開催方法：オンライン開催
　約60,000回視聴
〇フェアトレード講座
　「フェアトレード講座2021　バナ
ナの紙ってなぁに？アフリカの人と
野生動物を守り、持続可能な未来を
つくる」
　開催日：2021年5月12日（オンラ
イン開催）
　参加者：21名
〇自分の未来を描くユース会議
　「みんなで考えるLGBT SUMMIT」
　開催日：2022年3月5日（オンライ
ン開催）
　参加者：16名
〇多文化共生理解講座
　開催日：2021年12月11日（土）
　参加者数：15名

国際交流や国際理解の関心を高めるた
め、（公財）愛知県国際交流協会におい
て行われる、国際理解教育の推進やフェ
アトレードの普及啓発事業などに協力す
ることで、県民が途上国の貧困や環境、
平和など地球の課題や解決方法を知り、
考え、国際協力活動へのきっかけづくり
となる取組を推進した。
〇ワールド・コラボ・フェスタ2022
　開催日：2022年10月22日(土)～2022年
10月23日(日)
　開催場所：オアシス21 銀河の広場
　来場者数：約64,000人
〇フェアトレード講座
　「エシカル講座2022」
　講師：一般社団法人エシカル協会　事
務局次長　堀田三佳氏
　開催日：2022年6月2日（木）（オンラ
イン開催）
　参加者：28人
〇自分の未来を描くユース会議
　「ユース会議」
　講師：一般社団法人エシカル協会　事
務局次長　堀田三佳 氏
　開催日：2022年10月28日（金）
　開催方法：オンライン
　参加者数：16人（黄柳野高等学校生
徒）
〇多文化共生理解講座
　「親子で多文化共生に触れてみよう！
～オーストラリア編～」
　開催日：2022年12月17日（土）
　開催場所：愛知県児童総合センター
　参加者数：23人

国際交流や国際理解の関心を高めるた
め、（公財）愛知県国際交流協会におい
て行われる、国際理解教育の推進やフェ
アトレードの普及啓発事業などに協力す
ることで、県民が途上国の貧困や環境、
平和など地球の課題や解決方法を知り、
考え、国際協力活動へのきっかけづくり
となる取組を推進した。

〇フェアトレード講座
　「フェアトレード講座2023 「カスカ
ラティー」ってなに？～国内初のフェア
トレード大学が作るカスカラティー～」
　講師：静岡文化芸術大学　准教授　武
田淳氏
　　　　　静岡文化芸術大学　フェアト
レード学生団体　りとるあーす
　開催日：2023年７月８日（土）
　開催場場所：名古屋外国語大学　名駅
キャンパス
　参加者：19人
〇自分の未来を描くユース会議
　（（特活）愛・知・みらいフォーラム
と共催）
　「高校生夏休み国際理解教育特別講
座」
　講師：同志社大学グローバル・スタ
ディーズ研究科
　　　　　教授　西川由紀子氏　ほか
　開催日：2023年７月29日（土）
　開催場所：あいち国際プラザ
　参加者数：高校生22人

ワールド・コラボ・フェスタ
2024の開催（予定）

ワールド・コラボ・フェスタ2024を開催した。

・開催日：2024年10月26日（土）、27日（日）
・開催場所：オアシス21 銀河の広場
・主催：ワールド・コラボ・フェスタ実行委員会（公益
財団法人愛知県国際交流協会、独立行政法人国際協力機
構中部センター、なごや国際交流団体協議会）
・概要：中部地域の国際交流・国際協力・多文化共生・
SDGsへの取り組みや活　動を広げ、市民、NGO・NPO、
企業、行政が協力して " 学び、考え、行動する場 "を
つくりあげることを目的に、国際交流・協力団体等の参
加団体による活動紹介、物品販売、ワークショップ、ク
イズラリー等を実施。
・来場者数：約61,000名

社会活動推進課
多文化共生推進室

112
「愛知県金融広報委員会」と連携した
金融経済教育の推進（再掲）

金融広報アドバイザーを18回派
遣

金融広報アドバイザーを58回派
遣

金融広報アドバイザーを134回派
遣

金融広報アドバイザーを112回派
遣

金融広報アドバイザーによる派遣
講座の開催　70回以上

金融広報アドバイザーを87回派遣 県民生活課

113 情報モラル教育の推進

講座「実践！みんなのネットモラ
ル塾」の開催 136回
※新型コロナウイルス感染症の影
響により事業の一部を中止

「青少年のネット安全・安心講座
～みんなのネットモラル塾～」の
開催
221回

・情報モラル教育を推進する講座
の開催
   「青少年のネット安全･安心
講座～みんなのネットモラル塾
～」の開催　233回
・市町村への啓発事業
　市町村職員を対象とした研究会
及び市町村への個別訪問の実施

・情報モラル教育を推進する講座
の開催
　「青少年のネット安全・安心講
座～みんなのネットモラル塾～」
の開催　221回
・市町村への啓発事業
　市町村職員を対象とした研究会
及び市町村への個別訪問の実施

・情報モラル教育を推進する講座
の開催　200回
・市町村への啓発事業

・情報モラル教育を推進する講座の開催
　「青少年のネット安全・安心講座～みんなのネットモ
ラル塾～」の開催　220回
・市町村への啓発事業
　市町村職員を対象とした研究会及び市町村への個別訪
問の実施

社会活動推進課
高等学校教育課

114 エコ　モビリティ　ライフの推進

・市町村等と連携した実践促進事
業の実施（一部中止）
・｢エコモビ実践キャンペーン２
０２０｣の実施
・ＧＴＦＳデータ整備支援事業の
実施

・市町村等と連携した実践促進事
業の実施（啓発グッズ提供も含
む）
・「エコモビ実践キャンペーン
2021」の実施
・｢エコ　モビリティ　ライフ講
演会｣の開催（対面開催は中止と
なったが、代替として動画配信を
実施）

・市町村等と連携した実践促進事
業の実施（啓発グッズの提供も含
む）
・「エコモビ実践キャンペーン
2022」の実施
・｢エコモビ実践セミナー｣の開
催

・市町村等と連携した実践促進事
業の実施（啓発グッズ提供も含
む）
・「エコモビ実践キャンペーン
2023」の実施
・｢エコモビ実践セミナー2023｣
の開催

・市町村等と連携した実践促進事
業の実施
・「エコモビ実践キャンペーン」
の実施
・「エコモビ実践セミナー」の開
催

・市町村等と連携した実践促進事業の実施（啓発グッズ
提供も含む）
・「エコモビ実践キャンペーン2024」の実施
・｢エコモビ実践セミナー2024｣の開催

交通対策課

⑦
公正かつ持
続可能な社
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あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

目標３　消費生活の安全・安心の確保　３６施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

115
生産から消費までの一貫した安全対
策の推進

「あいち食の安全・安心推進ア
クションプラン」に基づく各ア
クションの目標達成に向けて施
策を推進
20アクション中
15 アクション…達成
2 アクション…概ね達成
0 アクション…達成されなかっ
た
3 アクション…新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、当初
計画から大幅に縮小した

「あいち食の安全・安心推進ア
クションプラン」に基づく各ア
クションの目標達成に向けて施
策を推進
20アクション中
14アクション…達成
1アクション…概ね達成
1アクション…達成されなかった
4アクション…新型コロナウイル
ス感染症等の影響により、評価
できなかった

「あいち食の安全・安心推進ア
クションプラン」に基づく各ア
クションの目標達成に向けて施
策を推進
20アクション中
15アクション…達成
１アクション…概ね達成
０アクション…達成されなかっ
た
４アクション…新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、当初
計画から大幅に縮小した

「あいち食の安全・安心推進ア
クションプラン」に基づく各ア
クションの目標達成に向けて施
策を推進
20アクション中
15アクション…計画どおりに事
業が進捗
２アクション…ほぼ計画どおり
に事業が進捗
２アクション…計画どおりに事
業が進捗しなかった
１アクション…評価なし（新型
コロナウイルス感染症等の影響
により、評価できなかった）

「あいち食の安全・安心推進ア
クションプラン」に基づく各ア
クションの目標達成に向けて施
策を推進

「あいち食の安全・安心推進アクションプラン」に基づ
く各アクションの目標達成に向けて施策を推進
20アクション中
15アクション…計画どおりに事業が進捗
2アクション…ほぼ計画どおりに事業が進捗
3アクション…計画どおりに事業が進捗しなかった

生活衛生課

116 HACCP導入による食品の安全確保
「愛知県HACCP導入施設認定制
度」に基づく新規認定　９施設

食品衛生責任者の養成人数
4,472人

食品衛生責任者の養成人数
1,417人

食品衛生責任者の養成人数
1,690人

食品衛生責任者の養成人数
5,550人

食品衛生責任者の養成人数　1,478人 生活衛生課

117 GAP手法の導入促進
産地等へのＧＡＰ指導を実施
ＧＡＰ認証取得：68件146農場

産地へのＧＡＰ指導を実施
ＧＡＰ認証取得：３８件（３８
農場）

産地へのＧＡＰ指導を実施
ＧＡＰ認証取得：38件（38農
場）

継続的に産地へのＧＡＰ導入を
推進し、導入済産地に対して精
度の向上を図る

継続的に産地へのＧＡＰ導入を
推進し、導入済産地に対して精
度の向上を図る

継続的に産地への国際水準ＧＡＰ導入を推進し、導入済
産地に対して精度の向上を図った

農業経営課

118
愛知県食品衛生監視指導計画に基づ
く効率的な監視指導の実施

監視指導件数　46,875件
（計画数　86,299件）

監視指導件数　32,387件
（計画数　77,658件）

監視指導件数　27,983件
監視指導件数　40,555件
（計画件数　77,658件）

監視指導計画を定め、継続して
実施

監視指導件数　34,337件
（計画件数　77,658件）

生活衛生課

119
と畜検査及び牛海綿状脳症（ＢＳ
Ｅ）の検査

100% 100% 100%
と畜検査及び牛海綿状脳症（Ｂ
ＳＥ）の検査実施率　100%

と畜検査及び牛海綿状脳症（Ｂ
ＳＥ）の検査実施率　100%

と畜検査及び牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の検査実施率
100%

生活衛生課

120
家畜の飼養衛生管理指導及び家畜疾
病の監視

県内畜産農家への立入検査実施
率　100％

県内畜産農家への立入検査実施
率　100％

県内畜産農家への立入検査実施
率　100％

県内畜産農家への立入検査実施
率100％

県内畜産農家への立入検査実施
率100％

県内畜産農家への立入検査実施率100％ 畜産課
家畜防疫対策室

121
飼料及び飼料添加物等適正使用の指
導

飼料製造業者に対する立入検
査、生産者に対する飼料の適正
使用等についての指導
検査率　99%

飼料製造業者に対する立入検
査、生産者に対する飼料の適正
使用等についての指導
検査率　100%

飼料製造業者に対する立入検
査、生産者に対する飼料の適正
使用等についての指導
検査率　100%

飼料製造業者に対する立入検
査、生産者に対する飼料の適正
使用等についての指導
検査率　100%

飼料製造業者に対する立入検
査、生産者に対する飼料の適正
使用等についての指導
検査率　100%

飼料製造業者に対する立入検査、生産者に対する飼料の
適正使用等についての指導
検査率　100%

畜産課

122 養殖衛生管理体制の整備

養殖衛生管理指導を実施した経
営体数の養殖等経営体総数に占
める割合
100%

養殖衛生管理指導を実施した経
営体数の養殖等経営体総数に占
める割合
100%

養殖衛生管理指導を実施した経
営体数の養殖等経営体総数に占
める割合
99.3%

養殖衛生管理指導を実施した経
営体数の養殖等経営体総数に占
める割合
95.5％

養殖衛生管理指導を実施した経
営体数の養殖等経営体総数に占
める割合
100%

養殖衛生管理指導を実施した経営体数の養殖等経営体総
数に占める割合96.8%

水産課

123 貝毒の監視対策
貝毒検査回数
７回

貝毒検査回数
10回

貝毒検査回数
8回

貝毒検査回数
７回

貝毒検査回数
７回

貝毒検査回数
７回

水産課

124 消費生活モニターによる情報収集
食品表示に関する情報の他部局
への提供件数割合　29.2％
（19/65件）

食品表示に関する情報の他局へ
の提供件数割合　30.2％(16/53
件)

食品表示に関する情報の他局へ
の提供件数割合　17.3％(13/75
件)

食品表示に関する情報の他局へ
の提供件数割合　18.3％(15/82
件)

食品表示に関する情報の他局へ
の提供件数割合　15%

食品表示に関する情報の他局への提供件数割合　17.3％
(19/110件)

県民生活課

125
表示に係る関係機関との協力体制の
強化

県農林水産事務所等との合同調
査：31件

県農林水産事務所等との合同調
査：23件

県農林水産事務所等との合同調
査・啓発：31件

県農林水産事務所との合同調
査・啓発：22件

適正に実施 県農林水産事務所等との合同調査・啓発：22件

県民生活課
健康対策課
生活衛生課

食育消費流通課

126 表示指導の実施

〈健康対策課〉
保健事項について、適正に実施
〈生活衛生課〉
衛生事項について、適正に実施
（食育消費流通課）
食品の品質表示基準遵守状況調
査数予定
・小売店舗等　　333件
・製造事業者　　28件

〈健康対策課〉
保健事項について、適正に実施
〈生活衛生課〉
衛生事項について、適正に実施
〈食育消費流通課〉
食品の品質表示基準遵守状況調
査数
・小売店舗等　399件
・製造事業者　29件

〈健康対策課〉
保健事項について、適正に実施
〈生活衛生課〉
衛生事項について、適正に実施
〈食育消費流通課〉
食品の品質表示基準遵守状況調
査数
・小売店舗等　 392件
・製造事業者     38件

〈健康対策課〉
保健事項について、適正に実施
〈生活衛生課〉
衛生事項について、適正に実施
〈食育消費流通課〉
食品の品質表示基準遵守状況調
査数
・小売店舗等　　445件
・製造事業者　　40件

〈健康対策課〉
保健事項について、適正に実施
〈生活衛生課〉
衛生事項について、適正に実施
〈食育消費流通課〉
食品の品質表示基準遵守状況調
査数予定
・小売店舗等　　360件
・製造事業者　　40件

〈健康対策課〉
保健事項について、適正に実施
〈生活衛生課〉
衛生事項について、適正に実施
〈食育消費流通課〉
食品の品質表示基準遵守状況調査数
・小売店舗等　　440件
・製造事業者　　40件

健康対策課
生活衛生課

食育消費流通課

127 表示制度の普及・啓発

〈健康対策課〉
食品表示制度についての研修会
を実施
　２回
〈生活衛生課〉
ＨＰ等により随時実施
（食育消費流通課）
食品表示法に基づく食品表示制
度について研修会を実施
　43回

〈健康対策課〉
食品表示制度についての研修会
を実施
２回
〈生活衛生課〉
ＨＰ等により随時実施
〈食育消費流通課〉
食品表示法に基づく食品表示制
度について研修会を実施
　２７回

〈健康対策課〉
食品表示制度についての研修会
を実施
　１回
〈生活衛生課〉
ＨＰ等により随時実施
〈食育消費流通課〉
食品表示法に基づく食品表示制
度について研修会を実施
　　29回

〈健康対策課〉
食品表示制度についての研修会
を実施
　１回
〈生活衛生課〉
ＨＰ等により随時実施
〈食育消費流通課〉
食品表示法に基づく食品表示制
度について研修会を実施
　32回

〈健康対策課〉
食品表示制度についての研修会
を実施
　１回
〈生活衛生課〉
ＨＰ等により随時実施
〈食育消費流通課〉
食品表示法に基づく食品表示制
度について研修会を実施
　20回

〈健康対策課〉
食品表示制度についての研修会を実施
　１回
〈生活衛生課〉
ＨＰ等により随時実施
〈食育消費流通課〉
食品表示法に基づく食品表示制度について研修会を実施
　23回

健康対策課
生活衛生課

食育消費流通課

128
液化石油ガス販売事業者等に対する
指導・検査

液化石油ガス販売事業者への
立入検査実施　69事業所

液化石油ガス販売事業者への
立入検査実施　190事業所

液化石油ガス販売事業者への
立入検査実施199事業所

液化石油ガス販売事業者への
立入検査実施　166事業所

液化石油ガス販売事業者への
立入検査実施　150事業所

液化石油ガス販売事業者への
立入検査実施　154事業所

消防保安課
産業保安室

129
電気用品販売店に対する立入検査・
指導

愛知県内の町村における
立入検査実施 　14件

愛知県内の町村における
立入検査　10件

愛知県内の町村における
立入検査実施 16件

愛知県内の町村における
立入検査実施 13件

愛知県内の町村における
立入検査実施 13件

愛知県内の町村における
立入検査実施　14件

消防保安課
産業保安室

担当課室
番
号

取組 具体的施策 （参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容
（参考）過去の実績・事業内容

(1)
食に関す
る総合的
な
安全対策
の推進

(2)
監視・指
導、検査
体制の充
実

(3)
食品表示
の適正化
等

①
食の安
全・安心
の確保

②
商品・サービスの安
全確保

13ページ



あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

目標３　消費生活の安全・安心の確保　３６施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
担当課室

番
号

取組 具体的施策 （参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容
（参考）過去の実績・事業内容

130
家庭用品の品質に関する衛生監視・
指導

家庭用品試買検査を実施（新型
コロナウイルスの影響により事
業の全てを中止）

家庭用品試買検査を実施（新型
コロナウイルスの影響により事
業の全てを中止）

保健所において新型コロナウイ
ルス感染症対策業務に注力する
ため、規模を縮小して実施し
た。
計画数：90件　実績：36件

計画数：100件　実績：100件 家庭用品試買試験検査を実施 計画数：100件　実績：100件 生活衛生課

131
環境衛生施設（理容、美容、クリー
ニング等）に対する監視・指導

保健所において新型コロナウイ
ルス感染症対策業務に注力する
ため、計画的な監視・指導は中
止し、可能な範囲で規模を縮小
して実施した。
計画数：6,353件　実績：4,397
件

保健所において新型コロナウイ
ルス感染症対策業務に注力する
ため、計画的な監視・指導は中
止し、可能な範囲で規模を縮小
して実施した。
計画数：5,751件　実績：2,823
件

保健所において新型コロナウイ
ルス感染症対策業務に注力する
ため、計画的な監視・指導は中
止し、可能な範囲で規模を縮小
して実施した。
計画数：5,834件　実績：4,041
件

計画数：5,906件　実績：4,921
件

環境衛生営業施設の監視・指導
を実施

計画数：5,852件　実績：5197件 生活衛生課

132
医薬品販売業者等に対する監視・指
導

薬局、医薬品等販売業、医薬品
等製造販売業等・製造業に係る
施設の監視指導を実施した。
保健所担当課では新型コロナウ
イルス感染症対策業務への対応
に注力しており、当該事業につ
いては可能な範囲で実施するこ
ととなった。
立入検査実施件数　1,570件

薬局、医薬品等販売業、医薬品
等製造販売業等・製造業に係る
施設の監視指導を実施した。保
健所担当課では新型コロナウイ
ルス感染症対策事業への対応に
注力しており、当該事業につい
ては可能な範囲で実施すること
になった。
立入検査実施件数　1,772件

薬局、医薬品等販売業、医薬品
等製造販売業等・製造業に係る
施設の監視指導を実施した。
立入検査実施件数　1,478件

薬局、医薬品等販売業、医薬品
等製造販売業等・製造業に係る
施設の監視指導を実施した。
立入検査実施件数　3,873件

薬局、医薬品等販売業、医薬品
等製造販売業等・製造業に係る
施設のうち１／３の施設に対し
て、監視指導を実施する。

薬局、医薬品等販売業、医薬品等製造販売業等・製造業
に係る施設の監視指導を実施した。
立入検査実施件数　4,381件

医薬安全課

133
毒物劇物営業者等に対する監視・指
導

毒物劇物営業者、業務上取扱者
等に対する監視・指導を実施し
た。
保健所担当課では新型コロナウ
イルス感染症対策業務への対応
に注力しており、当該事業につ
いては可能な範囲で実施するこ
ととなった。
監視・指導計画数1,143に対し、
監視・指導実施件数は181件（監
視・指導実施率 15.8%）であっ
た。

毒物劇物営業者、業務上取扱者
等に対する監視・指導を実施し
た。
保健所担当課では新型コロナウ
イルス感染症対策業務への対応
に注力しており、当該事業につ
いては可能な範囲で実施するこ
ととなった。
監視・指導計画数932に対し、監
視・指導実施件数は223件（監
視・指導実施率 23.9％）であっ
た。

毒物劇物営業者、業務上取扱者
等に対する監視・指導を実施し
た。
監視・指導計画数930に対し、監
視・指導実施件数は220件（監
視・指導実施率　23.7％）で
あった。

毒物劇物営業者、業務上取扱者
等に対する監視指導を実施し
た。
監視指導計画数926件に対し、監
視指導実施件数は781件（監視指
導実施率84.3％）であった。

毒物劇物営業者等に対し、立入
調査又は監視指導を実施する。
監視指導計画数に対する監視指
導実施率100％

毒物劇物営業者、業務上取扱者等に対する監視・指導を
実施した。
監視指導計画数919件に対し、監視指導実施件数は832件
（監視指導実施率90.5％）であった。

医薬安全課

134 貸金業登録業者に対する指導
貸金業者（3/10時点登録業者
57）に対し55件の立入検査を実
施した。

貸金業者（登録者数52）に対し
て51件の立入検査を実施した。

登録貸金業者49件のうち、立入
検査計画の貸金業者30件と新規1
件を加えて31件の立入検査を実
施した。

登録貸金業者47件のうち、立入
検査計画の貸金業者17件と新規
２件を加えて19件の立入検査を
実施した。

貸金業者に対する立入検査を毎
年度全件実施する。

登録貸金業者47件のうち、立入検査計画の貸金業者25件
の立入検査を実施した。

中小企業金融課

135
前払式特定取引事業者に対する指
導・検査

前払式特定取引業者（冠婚葬祭
互助会・友の会）に対して立入
検査を実施（２件）

前払式特定取引業者（冠婚葬祭
互助会・友の会）に対して立入
検査を実施（２件）

前払式特定取引業者（冠婚葬祭
互助会・友の会）に対して立入
検査を実施
（1件）

前払式特定取引業者（冠婚葬祭
互助会・友の会）に対して立入
検査を実施（２件）

前払式特定取引業者（冠婚葬祭
互助会・友の会）に対して立入
検査を実施

前払式特定取引業者（冠婚葬祭互助会・友の会）に対し
て立入検査を実施(2件）

商業流通課

136 消費生活用製品の安全確保
特定製品の販売事業者及び特定
保守製品取引業者に対して立入
検査を実施(78.9%)

特定製品の販売事業者及び特定
保守製品取引業者に対して立入
検査を実施（100%）

特定製品の販売事業者及び特定
保守製品取引業者に対して立入
検査を実施
（96.2％）

特定製品の販売事業者及び特定
保守製品取引業者に対して立入
検査を実施
（100％）

特定製品の販売事業者及び特定
保守製品取引業者に対して立入
検査を実施

特定製品の販売事業者及び特定保守製品取引業者に対し
て立入検査を実施(104%）

商業流通課

137 旅行業者等に対する指導
旅行業者等に対する年間立入検
査件数
20件

旅行業者等に対する年間立入検
査件数
１７件

旅行業者等に対する年間立入検
査件数
20件

旅行業者等に対する年間立入検
査件数
20件

旅行業者等に対する年間立入検
査件数
20件

旅行業者等に対する年間立入検査件数　21件 観光振興課

138 宅地建物取引業者に対する指導
宅地建物取引業者に対する指導
のため、立入検査80件実施(実
績)

宅地建物取引業者に対する指導
のため、立入検査を20件実施

宅地建物取引業者に対する指導
のため、立入検査を32件実施

宅地建物取引業者に対する指導
のため、立入検査を30件実施

宅地建物取引業者に対する指導
のため、立入検査を50件実施

宅地建物取引業者に対する指導のため、立入検査を４０
件実施

都市総務課

139 建築士事務所への立入指導

令和2年度の対象事務所178件に
対して、176件の立入指導（郵送
対応含む）を実施した。（実施
率98.9％）

令和3年度の対象事務所365件に
対して、339件の立入指導（郵送
対応含む）を実施した。（実施
率92.9％）

令和４年度の対象事務所371件に
対して、330件の立入指導（郵送
対応含む）を実施した。（実施
率88.9％）

令和5年度の対象事務所314件に
対して、287件の立入指導（郵送
対応含む）を実施した。（実施
率91.4％）

前年度に業務実績があり、か
つ、当該年度に更新登録を行っ
た建築士事務所に対する立入指
導の実施率　100％

令和６年度の対象事務所270件に対して、254件の立入指
導（郵送対応含む）を実施した。（実施率94.1％）

建築指導課

140
建築開発等指導員の協力による違反
建築の防止

建築開発等指導員設置要綱に基
づき、都市計画区域のうち４５
市町村について、市町村等によ
る候補者の推薦をもとに建築開
発等指導員を委嘱し、建築開発
等指導員の協力を得て、違反建
築、違反宅地開発を防止するた
めの活動を行った

市町村等からの推薦に基づき、
130名の建築開発等指導員を委嘱
し、モニターパトロール及び指
導啓発活動を実施した。
また、違反建築防止週間等で
は、県、市町村及び建築開発等
指導員による公開建築パトロー
ルを実施し、490件の建築工事現
場の点検を行った。

市町村等からの推薦に基づき、
130名の建築開発等指導員を委嘱
し、モニターパトロール及び指
導啓発活動を実施した。
また、違反建築防止週間等で
は、県、市町村及び建築開発等
指導員による公開建築パトロー
ルを実施し、491件の建築工事現
場の点検を行った。

市町村等からの推薦に基づき、
130名の建築開発等指導員を委嘱
し、モニターパトロール及び指
導啓発活動を実施した。
また、違反建築防止週間等で
は、県、市町村及び建築開発等
指導員による公開建築パトロー
ルを実施し、517件の建築工事現
場の点検を行った。

建築開発等指導員設置要綱に基
づき、都市計画区域のうち45市
町村について、市町村等による
候補者の推薦をもとに建築開発
等指導員を委嘱し、建築開発等
指導員の協力を得て、違反建
築、違反宅地開発を防止するた
めの活動を行う

市町村等からの推薦に基づき、130名の建築開発等指導
員を委嘱し、モニターパトロール及び指導啓発活動を実
施した。
また、違反建築防止週間等では、県、市町村及び建築開
発等指導員による公開建築パトロールを実施し、476件
の建築工事現場の点検を行った。

建築指導課

②
商品・サービスの安
全確保
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あいち消費者安心プラン2024　2024年度実施事業一覧

目標３　消費生活の安全・安心の確保　３６施策

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度
担当課室

番
号

取組 具体的施策 （参考）2024年度実施予定事業 2024年度実績・事業内容
（参考）過去の実績・事業内容

141 消費者事故情報の収集・情報提供
① 会議の開催２回開催
② 関係機関への情報提供を随時
実施

①会議の開催　2回開催
②関係機関への情報提供を随時
実施

①会議の開催　１回開催（書面
開催）
②関係機関への情報提供を随時
実施

①愛知県消費者行政連絡会議
１回開催（５月31日）
②関係機関への情報提供を随時
実施

①会議の開催（１回以上）
②関係機関への情報提供を随時
実施

①愛知県消費者行政連絡協議会　１回開催（５月27日）
②関係機関への情報提供を随時実施

県民生活課

142 消費者への速やかな情報提供
ウェブサイト、SNS等で126回情
報発信

ウェブサイト、SNS等で200回情
報発信

ウェブサイト、SNS等で131回情
報発信

あいち暮らしWEBやSNS等で115回
情報発信

あいち暮らしWEB、SNS等での情
報発信（100件以上）

あいち暮らしWEBやSNS等で166回情報発信 県民生活課

143 苦情処理テスト結果の情報発信 ウェブサイトで４回情報発信 ウェブサイトで４回情報発信 ウェブサイトで３回情報発信 あいち暮らしWEBで４回情報発信
あいち暮らしWEBによる情報発信
（４回）

あいち暮らしWEBによる情報発信（１回） 県民生活課

144
消費者向け事故防止チラシの作成・
配布

ＬＰガス事故防止チラシの
発行部数　30,000枚

ＬＰガス事故防止チラシの
発行部数　30,000枚

ＬＰガス事故防止チラシの
発行部数　30,000枚

ＬＰガス事故防止チラシの
発行部数　30,000枚

ＬＰガス事故防止チラシの
発行部数　30,000枚

ＬＰガス事故防止チラシの
発行部数　30,000枚

消防保安課
産業保安室

145
消費者安全法による立入調査等の実
施

立入調査等の実績なし 立入調査等の実績なし 立入調査等の実績なし 立入調査等の実績なし 適正に実施 立入調査等の実績なし 県民生活課

146 消費生活モニターによる情報収集
モニター 一人あたりの情報提供
件数
2.0件　（288件/147人）

モニター 一人あたりの情報提供
件数
1.8件(264件/149人)

モニター　一人あたりの情報提
供件数
2.0件(289件/147人)

モニター　一人あたりの情報提
供件数
2.1件(307件/145人)

モニター　一人あたりの情報提
供件数
2.0件

モニター　一人あたりの情報提供件数
2.1件(315件/150人)

県民生活課

147 計量法による指導・検査

① 計量器等立入検査 114,403件
② 商品量目検査
0個※

※新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、②商品量目検査
を中止したため

① 計量器等立入検査 71,865件
② 商品量目検査　　　　　　18
個※

※新型コロナウイルス感染症拡
大防止のため、②商品量目検査
の大部分を中止したため

① 計量器等立入検査 　41,056
件
② 商品量目検査
1,484個

① 計量器等立入検査　 270,677
件
② 商品量目検査
3,019個

① 計量器等立入検査　97,360件
② 商品量目検査
2,000個

計量関係登録・指定・届出事業者、特定計量器使用事業
者及び内容量表示商品販売事業者の立入検査を実施
①計量器等立入検査　302,100件
②商品量目検査　　　　　　1,420個

商業流通課

148
家庭用品の品質に関する適正表示の
確保

販売店において、指定された表
示の有無について確認するため
の立入検査を実施(100%)

販売店において、指定された表
示の有無について確認するため
の立入検査を実施（100%）

販売店において、指定された表
示の有無について確認するため
の立入検査を実施（105.3％）

販売店において、指定された表
示の有無について確認するため
の立入検査を実施
（135.3％）

販売店において、指定された表
示の有無について確認するため
の立入検査を実施

販売店において、指定された表示の有無について確認す
るための立入検査を実施(105%）

商業流通課

149
消費生活モニターによる価格・需給
動向の観察・情報提供

消費生活モニターによる報提供
件数288件のうち、価格料金の情
報提供件数26件（9.0％）

消費生活モニターによる情報提
供264件のうち、価格料金の情報
提供件数20件(7.6％)

消費生活モニターによる情報提
供289件のうち、
価格料金の情報提供件数35件
(12.1％)

消費生活モニターによる情報提
供307件のうち、
価格料金の情報提供件数20件
(6.5％)

消費生活モニターによる日常生
活の中での常時監視

消費生活モニターによる情報提供315件のうち、
価格料金の情報提供件数11件(2.8％)

県民生活課

150 価格動向及び需給状況の調査 実績なし 実績なし 実績なし 実績なし 物価高騰時等に調査を実施 実績なし 県民生活課

④
規格・計量・表示の
適正化

⑤
生活関連物資の安定
供給

③
消費者事故等の未然
防止対策の推進
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